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はしがき

２１世紀はアジアの時代，あるいは太平洋の時代といわれてかなり久しい。しかし，実際に

世界の眼がアジアに注がれ,外交上にも経済的にもめざましい対アジア活動が始まったのは

ごく最近のことである。1983年以降,太平洋貿易額が大西洋貿易額を上回るに至ったことは，

大西洋,太平洋をかかえた大国アメリカの関心を構想から実行への決断を促した。1993年１１

月，クリントン大統領の強い要請の下に開催されたシアトルのAPEC会議は，アメリカの明

確なアジアに対するひとかたならぬ関心を表明している。

東アジア，東南アジア諸国の２桁の経済成長率の持続と人口増加抑制のめざましい成功と

巨大な人口のもつ膨大な消費市場の存在は，改めて世界におけるアジアの経済的潜在力，政

治的発言力を強く先進諸国に認識せしめることとなった。

世界の人口問題や世界経済の活性化は，アジアの動向にかかっていると言っても過言では

ないであろう。

アジアの時代の到来，中国の拾頭を今から約半世紀近くも前に予測した学者がいる。アメ

リカの歴史学者で長く中国に滞在して，徹底した実状観察と思索を重ねたOwenLattimore

で，彼は1947年に出版したchina,AShortHistoryにおいて，２０世紀後半におけるアジア

の時代，そして中国のめざましい拾頭を明確に予言した。

本書はこのようなアジアの世界史における新しい役割と貢献を"挑戦"の名においてとり

あげてみた。分析執筆の先生方に厚く御礼申し上げると共に，アジアを構成する多くの人々

の認識と理解を高めることにいささかでも貢献することができればと念願している。

終わりに，本書作成事業に当たり，多大なご支援をいただいた（財）日本船舶振興会（笹

川良一会長）ならびに国連人口基金（ナフィス・サディック事務局長）に感謝申し上げる。

平成６年３月

財団法人アジア人口・開発協会

理事長前田福三郎
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総括世界の牽引車アジア

曰本大学人口研究所名誉所長

黒田俊夫



１アジアの地政学

アジアが改めて国際的，地球規模的視点から脚光を浴びるに至った。アジアの時代，アジ

アの２１世紀がいわれ出したのは1970年代の後半である。しかし，その後1983年以降ｉ太平洋

貿易額が大西洋貿易額を上回るに至り，アジアに対する関心も単なる構想論から，より具体

的に長期政策的視点へと展開してきた。そのもっとも具体的なあらわれは1993年11月アメリ

カのシアトルで開催されたＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力閣僚会議）であろう｡

アジアの人口は32億3,000万（1992）で,世界人口のほぼ60％を占める世界最大地域であ

る。しかし，その面積は2,760万平方キロで世界全体の20.2％にすぎない。したがって，人口

密度も117人（1992年，１平方キロ当たり）で,世界主要地域の中でもっとも高い。世界全

体についての人口密度40人の約３倍である。世界でもっとも人口稠密の地域である。アジア

の基本的特徴の１つである。

人口学的にみても極めて多様化している。人口規模からみても人口12億に近い中国，９億

にまもなく達しようとするインドといった巨大人口国もあれば，160万のブータン，300万の

シンガポールといった小人口国もある，合計特殊出生率が６人を越えるパキスタン，アフガ

ニスタンもあれば，置換水準をとっくに割っている日本や韓国，シンガポールがある。出生

時平均余命を女子についてみると，アフガニスタンの44年から日本の82年まで広い範囲に分

散している。人口転換の過程からみると，高出生率,高死亡率の初期的段階にある国と低出

生率・低死亡率を達成している国と両者の中間にある国が階層構造を形成している。

このような人口転換の諸段階にほぼ対応してⅢ経済成長の異なった諸段階がみられる。人

口転換を完了している日本の１人当たり国民所得は25,430ドル（1990年,国連人口基金の世

界人口白書1993,以下同じ)，人口転換をほぼ完了しようとしているシンガポール11,160ドル，

韓国5,400ドルと高くなっており，経済の高度化を示している。しかし，農業の支配的なパキ

スタン，バングラデシュといった国では人口転換の初期の段階にあり，１人当たり国民所得

もそれぞれ380ドル,２１０ドルと著しく低い。また人口転換がかなり急速に進行しているタイ

やマレーシアの１人当たり国民所得はそれぞれ1,420ドル，2,320ドルと高くなっており，農

業中心から工業化への経済発展がみられる。

特に，東アジアから東南アジアにかけての地域ではめざましい経済成長を遂げており，

1980年代には年間２桁の成長率を維持した国も少なくない。世界銀行は中国経済のめざまし
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い発展から，2002年には中国の国民総生産（ＧＮＰ）は世界第１位に達すると予測している。

アジアの経済の分野における高い潜在力は世界経済の活性化に貢献することが期待されてい

るのも，以上のような事情によるものである。

２人口・経済・環境のジレンマ

先進諸国における高度な経済構造Ⅲ豊かなライフスタイル,大量消費社会への転換は周知

の通り深刻な環境問題をひきおこしている。公害問題については，新しい技術の開発により

部分的には解消されてきた。しかし，今日では国内の地域や国のレベルでは対応できない地

球規模の環境問題が発生してきている。たとえば,地球温暖化，フロンによるオゾン層の破

壊,湖沼の酸性化と森林破壊,有害物質の拡散といった問題はマクロ公害とも呼ばれるが，

人類の生存に直接かかわってくる問題である。

これらの地球規模的環境問題は，今までのところ主として高度に工業化し，高度の生活水

準をもった先進諸国によって引きおこされたものである。世界人口の80％を占める開発途上

国の人口が貧困を克服し，生活水準を高めるためには,先進諸国の工業化のパターンを採用

しなければならないかもしれない。しかし，もし南の国々が無原則に「北」を模倣すれば，

先進国がいま苦しんでいるのと同じ病にとりつかれる､。

人口，開発（経済),環境は相互に密接な関係をもっているが，人口が基本的な要因となっ

ていることに注目する必要がある｡現在,世界人口の増加率は２％を割っているが，もし世

界人口が1950年から年率１％で増加してきたとすると1950年の25億が２倍の50億に達するの

は2020年となる。しかし，実際には1987年に50億になっている。３３年も早くなっている。年

率１％といえば現在の先進諸国の平均増加率0.5％の２倍という高さである。それでもなお

かつ50億になるまでに33年もおくれることとなり，今日の環境,資源問題はなおかなり遠い

将来の課題として先送りすることができたであろう。

環境への人口，経済（豊かさ）の圧迫についてのEhrlichの方程式は興味深い,)。彼の方程

式は単純であって分かりやすい。環境が受けるimpactは人口，資源消費（豊かさ）および

技術の３つの要因であるとして次の方程式を作った。すなわちＩ＝ＰｘＡｘＴであらわされ

る。先進諸国ではＰは小さいがＡとＴの乗数は極めて大きいためＩを深刻化している。しか

し，人口増加率の低減はＩを若干緩和する可能性があるが，ＡＴが巨大すぎる。開発途上国

ではＡＴはなお極めて低いが，Ｐが巨大である。世界の人口は開発途上国の人口によって決

－１０－



定されているため，グローバルにみれば爆発する世界の巨大な人口とその増加の圧力が決定

的な影縛力をもってくることとなる。たとえばEhrlichは次のような例を示している。かり

に地球上の１人当たり資源消費（Ａ）を５％削減することに成功し，また他方で技術の改善

(Ｔ）によって環境への影響を５％軽減することができたとすると，人類に与える環境への

impactをほぼ10％減少させることになる。しかし，もし世界人口の増加率が今日のように

年率1.7％であるとすると，せっかくの環境への圧迫緩和の10％も10年足らずで以前の水準

にまで戻ってしまうことになる,)。

生活水準を向上させ，生活の質を高めることはどのような社会においても望ましい目標で

ある。そのためには経済成長を促進させなければならない。経済成長は有限の資源の減少を

もたらし，環境の悪化につながりやすいことは先進工業諸国の経験で十分に立証されている。

また'このような経済成長，資源，環境のバランスを維持するためには，さらに将来の世代

を考慮に入れた「持続性」の新しい条件を計画の中に組み込まなければならない。

３アジア・モデルの構築とその意義

アジアの時代に応えるかの如く，アジアは人類の新しい危機的課題に挑戦しようとしてい

る。それにはアジア的価値観を基礎とする新しい発展モデルの構築が必要である。もちろん，

それはなお具体化されたものではない。アジアの多くの国々にみられる積極的な，しかし，

なおばらばらの素材的政策であり，アイディアにすぎなかったりする。民族的，宗教的，文

化的に多様性があり，かつまた経済的発展段階を異にしながらも共通の将来像に向かって全

力を投球し始めている。

人口転換,人口増加率の低水準は，いわばこの共通理念の現実的目標である。1992年の第

４回アジア・太平洋人口会議での「バリ宣言」では2010年までに合計特殊出生率を置換水準

にまで達成することが声明されており，人口増加抑制に対する決意がみられる。また，１９９３

年10月，マレーシアのクアラルンプールで開催された「人口と開発に関するアジア国会議員

フォーラム第４回大会」にもこのような出生抑制目標に対する満場一致の合意が「クアラル

ンプール宣言」に盛られている。

人口転換の早期達成についても，経済開発との関連において注目すべき成果が，特に東ア

ジアや東南アジアの諸国においてみられつつある。

人口転換と経済成長の同時平行的達成，あるいは低開発の下における人口転換の促進といつ
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た新しい開発戦略が成功をおさめつつある。いわばアジア型発展パターンともいえよう。人

口転換の日本の経験は，西欧文化圏外での初めての，そしてアジアでの最初の成功例として，

今後のアジアの発展のためのモデルの構築に対して協力しなければならない。

引用文献

1）「ローマクラプ・リポート」『第１次地球革命』朝日新聞社l992p65（TheClubofRome;The
FirstGlobalRevolution,SimonandSchuster,NewYorkl991）

2）Ehrlich,PaulR.,andAnneHEhrlich:ThePopulationExplosion,SimonandSchuster，
ＮｅｗＹｏｒｋ,1990,ｐｐ５８－５９

3）Ehrlich同上，ｐｐ５９．
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第１章 人ロ増加と人ロ構造

日本大学法学部教授

岡崎陽一



１世界の中のアジア

1992年の時点で，世界人口54億7,900万人のうちアジアの人口は32億3,300万人，世界人口

の59％を占めていた。第２次世界大戦後まもない1950年当時,世界人口は25億1,600万人で，

そのうちアジアの人口は13億7Ⅲ700万人,世界人口の55％を占めていた。このようにすでに

戦後間もない時点で，アジアは世界人口の過半を占めていたが，その後さらに増加して，そ

の割合も高まってきた。

アジアは巨大な人口を擁しているだけではなく，その中身はきわめて多様である。国際連

合の統計で，アジアはつぎの４つの地域に分けられている。

その１つは東アジアであり，1992年に，その人口は13億8,790万人，そのなかで中国の人口

が11億8,800万人を占めていた。日本もこの地域の一員であるが，その人口は中国の約10分

の１の１億2,450万人に過ぎない。

つぎは東南アジアで，その人口は４億6,150万人，そのなかで最も人口が大きいのはインド

ネシアであり，その人口は１億9,120万人である。そのほかベトナム，フィリピン，タイがこ

の地域で5,000万人以上の人口を擁する国である。

つぎに南アジアはⅡその人口12億4,430万人，そのうちインドの人口は８億8,950万人で最

も大きいが，パキスタンとバングラデシュの人口がそれぞれ１億人を越えている。

最後は西アジアで，その人口は１億21930万人であり，比較的人口は小さいが，この地域に

は11の国があり，したがってこの地域には人口の小さい国が多い。そのなかでトルコは5,840

万人の人口を持つ比較的大きい国である。

国際連合の統計によれば，1990年から1995年の期間のアジア地域の人口の年平均増加率は

つぎのようになっている。

アジア全体で1.8％の増加率であるが，東アジアは1.3％，東南アジアは1.9％Ⅲ南アジアは

2.2％Ⅱ西アジアは2.7％である。東アジアと東南アジアの増加率は世界人口の増加率（17％）

とほぼ同じであるが,南アジアと西アジアの人口増加率はかなり高い。この点にアジアの多

様性の１つを認めることができる。しかもⅢ各地域のなかでも人口増加率にかなり大きな差

が認められる。

たとえば東アジアでモンゴルは2.6％の増加率であるし,･東南アジアでもラオスは3.0％，

カンボジアは2.5％，マレーシアは2.4％である。反対に地域の人口増加率が高い南アジアで
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も，スリランカで1.3％，インドで1.9％，また西アジアでも，レバノン，トルコは２０％と比

較的増加率が低い国がある。

世界人口の増加は現在大きな問題となっているが，1950年以降最近までの人口増加率をみ

ると，1950-55年の期間には年率1.8％であったものが，1990-95年の期間には1.7％となっ

ており，やや増加は鈍化した。これをアジアについてみると，アジア全体では1.9％から1.8

％への低下できわめてわずかな低下に過ぎないが，地域別にみるとかなりの差異がある。す

なわち，東アジアは1.8％から1.3％へかなりの低下,東南アジアは1.9％で変わらず，南アジ

アは2.0％から2.2％へ上昇，そして西アジアは2.7％で変わらずという状況である。

今後の世界人口の見通しは，国際連合の将来推計人口によれば，2000年に62億2,800万人，

2025年には84億7,200万人になる。そのなかで，アジアの人口は36億9,200万人，４９億人に増

加し，世界人口に占める割合は2000年に59.3％，５７８％になる。このようにアジアの人口は

今後も増加を続けるが，世界人口全体の中での増加は次第に弱まり，したがってその中での

割合は下がってくる見込みである。それでも世界人口の過半を占めることには変わりはない。

アジアの地域別に将来人口を見ると，東アジアは2000年に15億2,000万人，2025年に17億

6,200万人になり，東南アジアは５億3,100万人，７億1,560万人になり，南アジアは14億6,895

万人,２１億3,583万人になり，西アジアは１億7,143万人，２億8,665万人となる。

この国運の将来推計人口によると，1990年を基準（100）として，アジア全体の人口は2000

年には118,2025年には157となる。いいかえれば,2000年には1990年の人口の18％増加,２０２５

年には57％増加になるが，これを地域別にみると，東アジアでは2000年に13％増，2025年に

は31％増となる。東南アジアでは，２０％増と，６１％増になり，南アジアでは23％増と79％に，

また西アジアでは30％増と117％増になる。人口増加率からみてアジア地域はまさに西高東

低である。

２出生率の動向

1990-95年の期間における世界人口の普通出生率は26.4（人口1,000人当たり）で,先進地

域全体のそれは13.9,発展途上地域全体のそれは30.0であり，両地域間に大きい開きがある。

発展途上地域の中でもアフリカは43.5，ラテン・アメリカは26.8，アジアは26.9で，かなりの

開きがある。

アジアは地域全体として見ると出生率が低いほうであるが,地域内の差は大きい。東アジ
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ァは19.8であるが，西アジアは34.4である。東アジアのなかでも，モンゴルは30以上である

が，日本,香港,韓国は10台の低さである。東南アジアでも最高はラオスの45,最低はシン

ガポールの16といった開きがある。南アジアでは最高がアフガニスタンの53,最低はスリラ

ンカの21である。最後に西アジアでは最高がイエメンの48,最低がイスラエルとアラブ首長

国連邦の21である。

このような出生率の現状を中心にして過去と将来をみると，世界全体として出生率は低下

傾向にある。すなわち1950-55年には世界の普通出生率は37.5であったが,1990-95年は26.4

であり，2020-25年には17.5になると予測されている。この全期間中に出生率は半分以下に

低下するというわけである。

先進地域の出生率はもともとかなり低かったので今後の低下はそれほど大幅ではありえな

いが,大きい変化が予測されているのは発展途上地域である。この地域の出生率は1950-55

年に44.6であったが，1990-95年には30.0,そして2020-25年には18.6まで低下すると見込

まれている。

アジアでは1950-55年に42.9であった出生率が，1990-95年には26.9に低下し，2020-25

年には16.1まで低下し，アフリカ，ラテン・アメリカより低水準になる見込みである。なか

でも東アジアでの低下は著しく，1950-55年に408であったものが，1990-95年に19.8とな

り，2020-25年には12.6となり，ほぼ先進地域と同水準になるであろう。東南アジア，南ア

ジアでもそれについで低下し，2020-25年には20を下回る見込みである。西アジアは1950-

55年に47.6であったものが1990-95年に33.5になり，2020-25年には22.1に下がる見込みで

ある。この最終期間にまだ出生率が20を越えるのは，アフリカと西アジアである。もちろ

ん，各地域内でかなり大きい差がある。

普通出生率は年齢構成の影響を受けるので，出生率の指標として問題があるといわれる。

そこで合計特殊出生率で見ても，上に述べたことはほぼ変わらない。すなわちアジアはかっ

て出生率が高かったが，世界の他の地域より急速に低下していること，アジアの中で地域差

があること，東アジアの出生率が最近かなり低くなっており，将来は現在の先進地域並の状

態になること，などが改めて確認される。
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３死亡率

死亡率は出生率より低下が著しく，また地域差が小さい。これは出生率の場合は，各地域

の経済的・社会的条件，さらには文化的条件によって影響されるところが大きいのに対して，

死亡率の場合は，その低下を望む点において差がないし，また医学・公衆衛生面での技術移

転が容易であるためである。

1990-95年の期間に世界人口の普通死亡率は９（人口1,000人当たり）であったが，アジ

ア全体では８で,世界全体より低い状態であった。東アジアでは７，東南アジアでは８，南

アジアでは10,西アジアでは７で，アジア地域内での差はきわめて小さい。

各地域内での差も小さく，とくに東アジア内での差は小さいが,東南アジアでは最高のラ

オスが15,ついでカンボジアの14,最低はマレーシアの５，ついでシンガポールとタイの６

となっている。南アジアでは最高はアフガニスタンの22,最低はスリランカの６，ついでイ

ランの７である，西アジアでは最高はイエメンの14,最低はクウェートの２という状態であ

る。

1950-55年の期間には，世界全体の死亡率が19.7で,そのときアジアは24.1であった。1990-

95年には世界全体の死亡率は9.2となったが，アジアは8.4となり，将来2020-25年には世界

全体の死亡率が7.6，アジアは7.2となる見込みである。アジアの各地域の死亡率も若干の差

をともないながら低下する見込みである。

普通死亡率で見るかぎり，地域差はかなり小さいが,死亡状況を敏感に反映するとされる

乳児死亡率（生後１年未満の死亡数を出生数に対比した率）はかなりの差を示している。

1990-95年の乳児死亡率は，世界全体で62,先進地域では12,発展途上地域では69となって

いる。アジア全体では62で発展途上地域の平均よりやや低い。

東アジアは26，東南アジアは55,南アジアは90,西アジアは54で，地域差はかなり大きい。

東アジア内でも最低は日本の５，最高はモンゴルの60であり，東南アジアでは最低はシンガ

ポールの８，最高はカンボジアの116である。また南アジアでは最低はスリランカの24,最

高はアフガニスタンの162であり，西アジアでは最低はイスラエルの９，最高はイエメンの

106という状態である。
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４年齢構成

出生率と死亡率の低下は，必然的に，年齢構成を変化させる。1990年における世界人口の

年齢構成は，総人口に占める年少人口（０－１４歳）の割合が323％，生産年齢人口（15-64

歳）の割合が61.5％，老年人口（65歳以上）の割合が6.2％という構成である。先進地域の人

口については，それぞれ21.5％，66.5％，12.0％であり，発展途上地域の人口については，そ

れぞれ35.5％，60.0％，4.5％である。先進地域と発展途上地域の違いは明らかであり，前者

における人口高齢化が印象的であるが，これは現在の発展途上地域の将来の姿を示唆してい

る。

アジア全体では年少人口が32.9％,生産年齢人口が62.1％，老年人口が5.0％で，発展途上

地域型の年齢構成になっている。さらに地域内を分けてみると，東アジアでは26.5％，６７．２

％，6.2％で，これは先進地域と発展途上地域の中間型である。つまり出生率低下の結果，年

少人口の割合は低下しているが，死亡率低下の影響がいまのところまだ老年人口を増加させ

るには至っておらず，したがって生産年齢人口を相対的に増加させるかたちになっているの

である。

東南アジアでは36.6％，59.5％，3.9％となっており，出生率が高い発展途上地域の型を示

している。南アジアは37.9％，58.0％，4.1％であり，また西アジアは40.2％，56.2％，３６％

でいずれも発展途上地域型の年齢梢成を示している。発展途上地域の年齢構成の特徴は，年

少人口の割合がきわめて大きいことであり，老年人口の割合はまだ小さいにもかかわらず，

生産年齢人口の割合は先進地域より小さくなっている。そのおもな原因は出生率が高いこと

にあるが，それ以外に死亡率,とくに乳児死亡率が高いために，年少人口が生産年齢人口に

達する前に死亡する者が多いことも影響している。

国連の将来推計人口によれば,2000年のアジア全体の年齢構成は，年少人口が31.1％，生

産年齢人口が63.0％,老年人口が5.9％となる見込みである。1990年と比べてやや変化するも

のの，あまり大きい変化ではない。地域別にみてもその点は同じである。

しかし2025年になると，アジア全体の年齢構成は，23.1％，67.3％，9.6％となり，しだい

に先進地域型に近づくであろう。特に東アジアはこの時点になると18,7％，67.8％，13.5％

となり，かなり高齢化が進む見込みである。

その他のアジア地域の年齢槽成も変化するが，まだ人口高齢化の程度は低いままである。
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むしろ生産年齢人口の割合が相対的に大きく，そのために経済社会発展にとって，人口学的

条件は有利な状態になるといえる。

５経済的・社会的条件

以上に述べたようなアジアの人口状況の背後には，それに影響を与えている経済的・社会

的条件が存在するわけで，つぎにその主要なものを指摘してみる。

（１）経済水準

経済水準を示す最も一般的な指標である国民１人当たりＧＮＰ（ＵＳ＄）を1990年につい

てみると，表５のように，東アジアでは日本が25,430ロホンコンが11,490，韓国が5,400，中

国が370となっており，かなり大きい開きが認められるが，それにしても東アジアの経済水

準はかなり高いとみてよいであろう。このことがこの地域の人口動態に影響を与えているこ

とは否定できない。

東南アジアではシンガポールが11,160，マレーシアが2,320,タイが1,420,フィリピンが730，

インドネシアが570で，ここでもかなりの開きがあり，また東アジアと比較して経済水準は

やや低い。南アジアではイランが2,490でかなり高いが，その他は500以下で経済水準はあま

り高くはない。西アジアではアラブ首長国連邦が19,860，イスラエルが10,920，サウジアラ

ビアが7,050とかなり経済水準の高い国が多い。この地域は石油資源に恵まれ経済的に豊か

であるとともにイスラム教の影響が強いことが,人口動態の特性を決定していると考えられ

る。

（２）教育の普及率

教育水準は,経済水準とはまた別の意味で重要な変数である。教育水準をなにで表すかは

１つの大きい問題であるが，ここでは男女別の中等学校就学率（1986-90年）が示されてい

る。

まず東アジアでは中国が男50％，女38％とかなり低いが，その他の国々は男女とも70％以

上の中等学校就学率を示しており，教育程度はアジアの中できわめて高いということができ

る。東南アジアではフィリピンで男72％，女75％，シンガポールで男68％，女71％と高い教

育水準を示しているが，しかし，他方でミャンマーでは男25％，女23％，ラオスでは男31％，
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女22％，タイでは男32％，女28％とかなり教育水準が低い国もある。南アジアではスリラ

ンカが男71％，女76％で教育水準が高いが,他方でアフガニスタンで男11％，女５％，バン

グラデシュでは男23％，女11％という低い国もある。最後に西アジアではイエメンで男42％，

女７％という国もあるが，概して，男は50％以上90％までⅢ女は40％から90％近くまで教育

水準が散らばっている。しかし慨して，西アジアはかなり教育が普及した地域であるといえ

る。

（３）家族計画,保健サービス

出生率の水準に対して家族計画の実行率がかなり大きい影響力を持っているに違いない。

1975-91年の期間における家族計画実行者割合をみると，東アジアでは，最高は香港の81％，

最低は日本の58％で，この地域では家族計画の実行率は高い。東南アジアでは，最高はシン

ガポールの74％，最低はフィリピンの36％で，かなりの開きがある。南アジアでは，スリラ

ンカの62％最低はパキスタンの12％で開きも大きいが,概して実行率が低い。西アジアで

は，最高はトルコの63％，最低はイエメンの１％で，この地域でも開きは大きく，概して実

行率は低い。家族計画については，単に経済水準や教育程度だけではなく，宗教上の考え方

にも影響されるところが大きい。

死亡率，とりわけ乳児死亡率については，保健サービスの状況が大きい影響力を持ってい

る。そこで保健サービス利用の程度をみると，東アジアでは90％以上であるが，東南アジア

では最高はシンガポールの100％，最低はミャンマーの33％でかなりの開きがある。しかし

利用割合の高い国が多く，この地域では保健サービスが普及しているといってよい。南アジ

アでは，最高はスリランカの93％･最低はアフガニスタンの29％で開きが大きいが，割合が

高い国のほうが多い。西アジアでは最高はクウェートの100％Ⅱ最低はイエメンの38％で開

きは大きいが，割合が高い国が多い。

出産に保健要員が立ち合う割合（1983-91年）は，東アジアでは100％に近い国が大部分

であるが！東南アジアでは，シンガポールでは100％，そのほかベトナム，マレーシア，タイ

では70％以上である。しかし，カンボジアでは47％，インドネシアでは32％である。南アジ

アでは，スリランカでは94％，イランでは70％であるが，ネパール（６％)，バングラデシュ

(５％）のような国もある。西アジアではイスラエルロクウェート，アラブ首長国連邦，サウ

ジアラビアでは90％以上であるが，イエメンでは12％である。しかしこの地域では概してこ

の割合は高い。

アジアの人口増加と人口構造についてⅢ概要を述べ最後にその背景にある経済的・社会
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的状況を説明した。

一般的にいって，アジアは人口の多い地域であり，今後もその状況は変わらないであろう

が，出生率,死亡率の転換過程は，世界全体の中で順調な変化を遂げつつあるということが

できる。アジアは人口，経済,社会，文化の状況が複雑に入り混じったきわめて多様な地域

であるが，そんな中で進歩の速い東アジアの影響が，しだいにアジア全体に浸透しつつある。
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表１世界とアジアの人口
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表４世界とアジアの年齢構成（％）
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表５アジアの経済と社会

(1990）

1人当たり就学率(％）ＦＰ

ＧＮＰ（＄）男／女実行率(％）

保健要員

出産(％）
域地

東
中
香
曰
モ
韓
一
東
カ
イ
ラ
マ
ミ
フ
シ
夕
べ
｜
南
ア
バ
イ
イ
ネ
パ
ス
｜
西
イ
ク
サ
ト
ァ
イ

ァジア

国

港

本

ソゴル

国

南アジア

ンポジア

ンドネシア

オス

レ-シア

ャンマ-

ィリピン

ンガポ_ル

イ

トナム

ァジァ

フガニスタン

ングラデシュ

ンド

ラン

パル

キスタン

リランカ

ァジア

スラエル

ウエート

ウジアラビア

ルコ

ラプ首長国連字Ｂ

エメン

50／38

71／75

94／97

88／96

88／8５

370

11,490

25,430

7２

８１

５８

４
０
０
９
９

９
０
０
９
８

１
１

5,400 7７

０
３
２
９
３
５
１
８
０

２
４
２
５
２
７
７
２
４

／
／
／
／
／
／
／
／
／

５
２
１
８
５
２
８
２
３

４
５
３
５
２
７
６
３
４

4７

３２５７０

200

2,320

5０

5１ ８２

５７

５５

１００

７１

９５

釦
印
加

７
１
４
ｐ
９

１
１

１

６
４
６
３

３
７
６
５

11／5

23／11

54／31

62／44

42／17

28／12

71／7６

９
５
３
０
６
０
４

３
７
４
９

２１０

350

2,490

１７０

３８０

４７０

4０

４３

1４

１２

６２

79／86

93／87

53／39

63／39

60／69

42／７

10,920

９
９
０
７
９
２

９
９
９
７
９
１

3５

7,050

1,630

19,860

6３

１

資料）（２）

注）就学率は中等教育就学率
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第２章 人ロ分布と人ロ移動

厚生省人口問題研究所人口政策研究部長

廣嶋清志



１はじめに

アジアにおける女性の合計出生率（totalfertilityrate）は国連の人口推計によれば（以

下でも特に断らない限り国連の推計による)，1990-1995年に３２に低下し，いくつかの国・

地域においては置き換え水準の達成が確実となり，人口問題において出生率に代わって国内

人口移動，国際人口移動の比重が大きくなっている。とくに，アジアにおける国際人口移動

はその大きさ自体は1980年代に年200万人を超える程度で，1990年のアジア人口の31億人と

比較すれば依然として大きなものではないが，その社会に与える大きさから重要な問題と

して浮上してきた（Skeldon，1992,人口審・人口問題研，1993)。このため11994年の国際

人口開発会議に向けてESCAPなどで人口移動に関するいくつかの重要な会議が重ねられて

きた（ESCAPSecretariat，1992)。また，開発途上国を中心として世界全体でも国内およ

び国際の人口移動の問題が重要な問題となってきたため，1993年の世界人口白書でも特集テー

マとして取り上げられ（UNFPA，1993)，1993年の国際人口学会（IUSSP）でも重要なテー

マとして，人口移動・人口分布に直接関連する６つのセッションが組織された。本章ではア

ジアにおける国内および国際の人口移動に関してとくに後者に力点をおきながら述べる。

２都市化と国内人口移動

（１）都市人ロの割合

国連の推計によれば,都市人口の割合は1990年にアジアでは34.4％であると推計されてお

り（表１）（国連，1991)，世界全体の45.2％先進地域の72.6％より，もちろん低いが，途上

地域全体の37.1％よりも低く，アフリカの33.9％とほぼ同じで，ラテンアメリカの71.5％比

べ非常に低い。

アジアには面積の小さい，都市化がほとんど完全に進行したシンガポール(94.1％)，マカ

オ(98.7％)，香港(94.1％)などの国・地域がある一方,都市人口がほぼ20％以下の都市化の

程度の極めて低い国,ブータン（5.3％)，ネパール（9.6％)，カンポディア（11.6％)，バン

グラデシュ（16.4％)，ラオス（18.6％)，アフガニスタン（18.2％)，タイ（22.6％)，ベトナ

ム（16.4％）がある。
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このような全体としてまだ低いアジアの都市人口の割合はⅢ今後急速に増大していくもの

と見込まれており，2000年に42.7％，2025年には59.5％となり，2025年には都市人口と農村

人口の大きさが逆転する。この逆転は，世界全体では2010年に，開発途上地域全体では2015

年に起こるものである。

（２）都市・農村別人ロ増加率

1985-1990年における都市人口の年平均増加率はアジアで5.0％で，ラテンアメリカの2.9

％に比べるとかなり大きい。都市人口割合がまだ小さいだけにこれからの増加率が高いので

ある。

また，各国の都市人口増加率が大きいのはその全国人口増加率が大きいからでもある。

1990-1995年にアジアでは人口増加率が1.8％に対して，都市人口増加率が3.5％である。ア

フリカでは人口増加率が2.9％とより大きく，都市人口増加率は4.6％とさらに高い。アジア

の中では西アジアの都市人口割合はすでに65％に達しているが,都市人口増加率が4.2％と，

もっとも高いのは，人口増加率が2.7％とアジアのsub-regionでは最大であるからといえる

(UNFPA，1993)。

しかし，アジアの都市人口増加率は今後しだいに低下し，2020-2025年には2.0％にまで低

下するものと見込まれている。

一方,農村に居住している人口は1990年に途上地域全体では62.9％であるが，アジアでは

65.6％とやや多く，人口の３人中２人が農村に居住している。農村の人口増加は1985-1990

年に途上地域全体では年0.8％，アジアでは0.6％と小さくなっており，途上地域では2015年

に，アジアでは2005年にマイナスになるものとみられている。農村人口のマイナスが起こる

のは，いうまでもなく，農村における出生率が低下するとともに農村から都市への人口移動

が大きいためである。

（３）都市化速度

都市人口割合の増加率は都市化速度（rateofurbanization）といわれる。これは総人口

の増加率から都市人口増加率を引いたものに等しい。都市化速度は都市と農村の人口増加率

の格差によってもたらされるもので,都市・農村の出生率格差と農村から都市への人口移動

超過（netmigration）の２つに分けられるが’農村部における出生率低下は前者を小さく

している。都市化速度は途上地域で1985-1990年に年平均2.4％であり，アジアでは世界の

主要地域別にみて首位で,年平均3.1％である。とくに東アジアでは中国の都市化速度が大
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きいため，4.7％にも達する。

しかし，この都市化速度もしだいに低下し，2020-2025年にはアジアの都市化速度は1.1％

にまで低下する。

（４）大都市圏

都市人口割合が低い国における急速な都市人口の増加は大都市圏（largeurbanagglome‐
rations）を生み出す傾向がある。1990年における途上地域の人口100万以上の都市は125を

数えるが，2000年には300以上に達する。1990年におけるアジアの都市人口割合はすでにみ

たように，34.4％にすぎないが,世界の上位10の大都市圏のうち５つ（東京,上海，カルカッ

タ，ボンベイ，ソウル）がアジアにあり，また上位20では1１（同上，北京,天津，ジャカルタ，

デリー，大阪，マニラ）ある。この上位20の大都市圏がちょうど人口800万人以上の大都市

圏，巨大都市（mega厚city）に一致する。巨大都市は1970年に先進地域，途上地域にそれぞ

れ５つずつあったが，1990年には６対14,2000年には６対22と途上地域での増加がめざまし

い。このような途上地域における巨大都市の生成は，明らかに全国的な人口増加率が大きい

こと，および都市成長基盤の未発達な上に都市人口が急激に増加することと強く関わってい
る。

このような大都市圏の生成は同時に人口の首都一極集中をもたらす。1990年にタイ（バン

コク）では都市人口のうち半分以上が，韓国（ソウル)，バングラデシュ（ダッカ)，フィリ

ピン（マニラ）では約３分の１，インドネシア（ジャカルタ)，パキスタン（カラチ)，トル

コ（イスタンブール)，イラン（テヘラン）では20％が首都圏の人口となっている。しかし，

2000年には他の都市圏の成長によってこの割合はバングラデシュを除きそれぞれやや低下す
るものと見込まれている。

（５）都市人口増加と国内人口移動

都市の人口増加がどのような要因によって起こっているかを示す統計は得ることが困難で

あるが,都市の自然増加率の大きさがわかれば，その残余である人口移動による増加の大き

さがわかる。そこで，しばしば使われる方法であるが（ESCAP，1992)，非常に大胆に，都

市の自然増加率が全国人口の増加率と同じと仮定して，農村・都市間移動による人口増加を
計算してみることにする（表２)。

その結果によると，世界全体では1980-1990年に都市人口は17.6億人から23.9億人に増大

するが，その増加6.4億人のうち，都市人口の自然増加によるものは3.3億人，移動によるも
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のは3.0億人，つまり，移動による増加が47.5％であると推定される。実際には都市人口の自

然増加率は，１人当たり出生率は低いものの人口の年齢構成が若いため全国人口の増加率よ

り大きいものとみられるので，この移動の割合はやや過大かもしれないｏこの割合は,1990-

2000年には45.8％，2000-2025年に50.0％とあまり大きな変化はない。同様にⅢ途上地域で

は，３つの期間にそれぞれ,59.9％，54.2％，54.2％と世界全体よりはやや大きく，アジアで

は64.3％，60.8％，61.5％とさらに大きくなっている。アジアにおいては農村人口割合が高

いだけに，都市への人口移動が激しいことを物語っている。

（６）移動者の属性

移動者の多くの属性のうち，ここでは最近の開発政策のひとつの中心的テーマになってい

る女性と移動の関わりを検討するために性別をとりあげる。各国の都市・農村別人口を男女

別に分けた統計は貧しく，国連の推計でも都市・農村別人口は男女別に出されていないため，

世界各国における都市・農村間移動流の性別を推定するのは難しい。

日本においては，すでに戦前,産業革命にともなう都市化において移動人口は女性よりも

男性が多かったことが知られている。1935年に人口5,849千人の東京市において総人口の５５

％を占める来住人口の性比（女性100に対する男性の数）は115.4であった（舘，1961)。戦

後においても，大都市への移動を中心とする毎年の県間移動人口の性比はほぼ一貫して120

を超えている。

この現象は直系家族制度の伝統の影響をうけ農村から都市へと移動する者の中で，家を離

れる二三男が多いことの表れとみられる。このような移動人口における男性優位は近年の

開発途上国にはみられず,逆にその女性化がみられる。

たとえば,韓国では，1989年の移動人口の性比は91.6で,全国人口の性比100.4より小さく，

とくに郡部地域から転出する移動人口の性比は86.9で，市部から転出する移動人口（94.5）

より女子の移動が多い（鄭1991)。

タイでは，1975-1980年のバンコクへの移動者の性比は87と低く，とくに10歳代の性比は

60台にすぎない（Pejaranondaetal，1984)。また，バンコクへの移動者の中での女性の割

合は近年ほど大きくなっている（BilsborrowandZlotnik，1992)。

中国では，1982-1987年における農村（県）から都市（市,鎖）への流出者15,452千人の

性比は791と低く，女性の移動者の方が多い（早瀬，1991)。

このようなアジア各国における移動人口の女性化は都市が求める労働力の需要からくるも

のとみられるが，その需要は女性の従属的地位を利用した低賃金,過酷な労働条件と結びっ
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いていると指摘されている。移動を経験する女性は移動にともなう生活条件の変化に適応し

なければならないとともに，望まない妊娠と出産の負担によって仕事を失う危険性にさらさ

れている（UNFPA，1993)。

（７）都市化国内人口移動とその対策

都市化は各国の産業化の進展にとって必然的なものであって開発の不可欠の要素であるが，

こうした都市への急激な人口集中は多くの問題をもたらすので，インフラストラクチュアの

整備をはじめとするその対策とともに，より根本的に人口移動を緩和するよう都市および農

村の整備を行う必要がある。とりわけ，移動者の多数を占めるようになった女性の経済的能

力と地位を高める施策がその重要な位置を占めなければならない（UNFPA，1993)。

３国際人口移動

（１）アジアからの出移民

アジアが永住移民（permanentemigrants）の主要な流出地域になったのは，移民の制限

が除去された後，インドシナ難民が増大した1970年ごろからのことである。伝統的な移民受

け入れ国であるアメリカ合衆国，カナダ，オーストラリアには1986-89年に4,056千人の永住

移民が受け入れられたが，アジアからは合計1,494千人，それぞれに対する移民の37.5％,３９．６

％，29.8％を占め，それぞれで最大の割合となっている（OECD，1991)。これらの移民のカ

テゴリーの半分以上は家族統合（familyreunion）であり，こうした強い親族の結びつきと

連鎖移動（chainmigration）により，移民が雪だるま式に増大する可能性があるとみられ

ている（Hug０，１９９０)。

永住出移民の量は最貧国で最大であるというわけではない。たとえば，シンガポールのア

メリカ，カナダ，オーストラリアへの出移民率は人口1000人あたり5.4人で，フィリピンの5.6

人とならぶが，その生活水準は日本に次ぐ高さで，１人あたりGNPはフィリピンの４倍であ

る（SullivanandGunasekaran，1989)。

他方，1990年代の新しい現象として，アジアのいくつかの国における経済発展とともに永

住移民の帰還移動がみられる。オーストラリアの経済不況と失業率上昇にともない，永住権

を持つマレー人，シンガポール人でオーストラリアから母国へ帰国するものが増えている。
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また，南米移民の子孫である日系外国人は，ブラジル，ペルーの経済混乱のため，1990年の

入管法改正により定住者等の資格で就労が可能となって以来，日本へ入国するものが急増し

ている。韓国，台湾,香港，シンガポール，タイでも同様の移民帰国者が増大している。

（２）出稼ぎ移動

永住移民とは別に，合法的･非合法的な出稼ぎ移動（temporarylabourmigration）があ

り，永住移民よりはるかに多い。たとえば,世界最大の労働力輸出国といわれるフィリピン

では1985-1990年に永住出移民は約30万人,総人口の0.5％であるが，出稼ぎ移動者の総数は

約290万人,同４％と約８倍となっている（ILO，1991)。

従来，アジアの出稼ぎ労働者のもっとも主要な就労地は中東であった。1985年に湾岸協力

会議諸国（GulfCooperationCouncilStates）６ケ国にいた5.1百万人の出稼ぎ労働者のう

ち43％は南アジア，２０％は東南アジアからきていたと推定されている（RusselL1990)。ア

ジアからの年間流入労働者は1983年のピーク時の95万人から1980年代後半には75万人に安定

し，さらに湾岸戦争はイラク，クウェートから50万人のアジア人労働者を帰国させた。

アジアの労働者の流れは中東から日本および韓国,台湾,香港,シンガポールのNIES４国・

地域へ向かった。また，マレーシアとブルネイ・ダルサラーム（BruneiDarussalam）も重

要な労働力輸入地となった。

日本では未熟練労働者を受け入れない方針であるため，1990年１年間の就労目的入国者は

95,000人，1990年末の就労目的滞在者は68,000人にすぎないが，この他に1991年には11万人

におよぶ日系外国人が就労目的で滞在していた。また，1993年５月には29万９千人の不法就

労者がいると法務省の出入国管理記録によって推計されている。

韓国は政府の政策として労働力の輸出を行っていたが,労働力輸入国に変貌した。韓国政

府の推計によると，近年７万人の不法就労者がいるという。

香港は1997年の中国返還を前にして多くの移民を出しているが同時に，多くの労働者を引

きつけており，中国からの不法入国は近年,年約27,000人,合法入国就労者は1990年に約１０

万人にのぼる。

台湾はマレーシアを中心とする東南アジアだけでなく，インド，パキスタン，スリランカ

などからも多くの非熟練労働者を集めている。1991年３月の外国人労働者の禁止令の実施に

際し，９万人の不法就労者がいるものと推定された。

ASEAN諸国の中でも開発の程度の格差と相互依存関係の拡大によってⅢ域内での合法・

非合法の入国者が多くなってきた。その結果，６ケ国の内シンガポール，マレーシア，プル
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ネイ・ダルサラームが流入超過となっている。

シンガポールの外国人労働者の数は1970年に14,000人で，労働力人口の２％であったが，

1991年には150,000人,労働力人口130万人の11.5％になった。また，一定の要件を持った外

国人，とくに香港の中国人には永住権を与えるようになった。

マレーシアはASEANの中で最も多く外国人を受け入れている。1980-1990年に25万６千

人の外国人の就労申請を受け入れた。1991年には134,000人の熟練，非熟練労働者がいる。

1992年の前半６ケ月の特赦期間（amnestyperiod）に主としてインドネシアとフィリピン

からの32万人の不法就労者が登録されたが，これ以外にも不法就労者はいるものとみられて

いる。

タイは労働力輸出国であるが，北部,北東部にラオスから10万人，ミャンマーからも２万

人を超える不法労働者がいるものと報告されている（Huguet，1991)。

南アジア各国間でもアジアの他の地域（sub-region）より多くの移動があるものとみられ

ている。

（３）出稼ぎ移動者の女性化

アジアからの出稼ぎ労働力の属性についてはその女性化がフィリピン，インドネシア，タ

イ，スリランカなど各地で目立っている（Lim，1989)。その背景には国内人口移動と共通

した「女性の不利益の有利性」“comparativeadvantageofwomen,sdisadvantages,,

を利用する傾向があるといわれている。

日本に登録されている外国人でアジアから来たものは1984年までは男の方が多かったが，

1986年からは女の方が多くなっており，性比は1984,1986,1988,1990年に1023,98.9,98.2,

94.1と，年々低下している。ここには第２次大戦にともなって居住することになった朝鮮人，

台湾人の高齢化も反映されているが，かれらの比重はその子孫も含めてすでに約半分である。

これと対照的に，1990年のアジア以外の国籍を持つ日本の登録外国人150,000人の性比は149.3

と高い。また，アジア各国に長期滞在する日本人は1992年10月に101,000人が在外公館等に

登録されているが，その性比は151.2と，男性が非常に多い。

フィリピン，タイ，スリランカではヨーロッパ，オーストラリア，ニュージーランド，日

本へメールオーダー花嫁（mailorderbride）としても出かける（Lim，1993)。1992年の

日本における日本人と外国人との結婚は25,862件で,夫日本人妻外国人の組み合わせがその

75％を占める。外国人妻のうち，妻の国籍はフィリピンの29.7％が最大で，これに韓国・朝

鮮28.5％，中国23.9％が続いており，これらを合わせると82％になる。これらがすべて仲介
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業者などを通じたmailorderによるものとはいえないが，たとえば日本の中でもっとも伝

統的な直系家族制度を維持し嫁飢鯉に苦しんでいる農村県である，山形県の日本人の夫の花

嫁が外国人であったのは，1985年に0.17％であったが，1990年には2.7％に急増した。これは

直系家族制度の弱い農村県の多い九州地方で同じ率がそれぞれ0.4％，0.7％であることと対

照的である（人口問題研1991)。山形県などでは町村行政によっても外国人花嫁の紹介・あっ

せんが行われたことがよく知られている。

（４）国際移動の背景

アジアでは全体として出生率の低下は1960年代後半に始まった。このため現在は依然とし

て人口増加が大きく，労働力の増加も当分の間大きい。世界の中に，貧困なアジア諸国で仕

事場を求める人口が急増する一方に，置き換え水準以下の出生率に到達し，労働力不足に悩

む先進諸国があることは，国際人口移動の潜在的な可能性を形作っている。しかし，アジア

諸国と先進国との間の人口学的な対照性よりも重要なのはアジア諸国内における人口学的な

状況の違いである。アジア諸国の間には人口転換の段階で相互に大きな違いがあり，現在と

将来の労働力供給力に大きな違いがある。

1980-1990年にスリランカを除く南アジアの各国およびマレーシア，フィリピン，インド

ネシアでは年平均2％を超える大きな労働力人口の増加率を経験しているが，それは日本で

はすでに１％以下になりリシンガポールでは2000年までに１％以下となりⅢ韓国，台湾，中

国，タイでも2000年までに２％以下となる（Hugo，1990)。また，労働力人口の高齢化も日

本やNIESで進んでいく。

東アジアといくつかの東南アジアの国々では急速な人口転換とともに大きな経済成長を経

験してきた。しかし，南アジアでは世界の貧困者の半分近くが居住し，経済成長も小さい。

こうした経済成長の格差が移動の圧力に影響しているが，アジアの労働力移動に重要な影響

を与えているのはアジア内の投資や貿易の形態の変貌である（Lim，1993)。

日本は労働集約型産業を最初韓国と台湾に移転させたが，これらの国は外国からの投資に

よって高度経済成長を経験すると，自ら労働力の豊富な国へ資本を投資するようになった。

こうして日本やアジアＮＩＥＳからの他のアジア諸国に対する直接投資は急速に増大するに至っ

た。日本はインドネシア，マレーシア，タイでは最大の投資国であるし，シンガポールとフィ

リピンでは第２位に位置する。台湾はフィリピンで最大の投資国になり，タイではアメリカ

以上に投資している（Abella{1990)。

中国が1978年から外国からの投資を公認したので,香港企業は特別経済区(specialeconomic
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zones）に生産を移転し，南中国には近年200万人の労働者が香港企業に雇用されている。

シンガポール企業も政府の支援を受けてマレーシアなどに労働集約工場を移した。しか

し，このような投資が，労働力流出国の労働力流出を減らし，労働力流入国の流人を減らす

効果はあまりみられない。マレーシア，タイからは日本と台湾への不法就労者の多くが出て

いる。このような直接投資自体が国内移動とともに国際移動を引き起こす効果もある。また，

建設業やサービス業など他国へ移転できない産業もある。結局，このような直接投資は労働

力市場の国際的な流動化をもたらすものといえる（Sassen，1988)。

（５）政策的対応

日本では日系人などの活動に制限はないが，非熟練労働に就労する者の入国は認めておら

ず，今後もその方針は変わらないものとみられている。また，シンガポールでも労働力全般

の流人には慎重である。したがって，労働力移動が無制限に急増していくものとはみられな

いｏ

その一方で，人口転換が始まったばかりの国々では急速に増加する労働力人口を吸収する

ための経済力が不足し，生活水準は悪化している。労働力の移動は人口学的状況の差，経済

発展の格差，ネットワークの形成の三者が相互に影響して引き起こされるものである。

国際移動に対する対策として，労働力輸出国にたいする援助,投資，貿易によって開発を

進めることが基本であるが，他方ですべての政策が移動にどのような影響を与えるかを評価

するとともに，移動が引き起こす問題にたいして直接に必要とされる対策をすること，とり

わけ移動者が被る問題に対する対策を進めることが求められる（UNFPA，1993)。
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表１世界の主要地域における都市人ロ割合：1950-2025年
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表２都市人ロ増加に占める社会増加の推定

(百万人）

2025

世界全域

総人口

都市人ロ

都市人口増加
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発展途上地域
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都市の自然増加率が全国人口増加率と等しいと仮定した推定｡社会増加とは転入超過と都市・
農村地域再編による増加。
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表３伝統的移民受入れ国の永住移民数ならびに送り出し地域アジアの割合
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第３章 女性の地位と人ロ問題

麗澤大学教授

河野稠果



１序 論

1980年代に入って国際世論,特に国連および専門機関の人口問題関係者,各国の人口学者，

人口問題担当者の間で，大きな考え方の変化があった。それは人口問題において女性の役割

の拡大ということが非常に重要であるという見解,立場である。

以前にも女性の地位の向上，役割の拡大ということは調われてはいたけれども，それは多

くの社会で女性は差別されている，虐げられているということを人道主義，人権主義の観点

から主張したものが多く，これが世界の人口問題解決のための大きな突破口になるという認

識はほとんどなかった。ところが，1980年代になって，新しい考え方が起こって来た。途上

国で出生率が高いのは，死亡率が非常に高い状況で老後の保障という問題もあり，子供の生

産財としての経済価値が高いという積極的要因もあり，また多くのカップルが避妊の知識を

持たないということもあるけれども，それと共に家族のヒエラルキーが厳格かつ硬直的で，

女性特に嫁の地位が非常に低いからだという事情が明らかにされるようになったからである。

家族そして周辺の氏族社会にあって，嫁がその中で一人前どころかやっと半人前の地位を得

るための唯一の手段は，たくさんの子供を産むこと，特に男の子を産むことしかなかった，

という事情が外の世界にも知られるようになったからである。

特にインド亜大陸，アフリカの嫁の地位は非常に低く，男尊女卑は想像以上に強い。アフ

リカでは今でも東アフリカー帯に女性器の割札あるいはクリトリスの除去という悪習がある

が，これは女性を性的奴隷として扱っているに外ならない。また，今でも家族計画を実行す

るためには夫の承認を得なくてはならないそうでⅢもし夫にかくれて避妊をしていることが

分かった場合，打榔されることもしばしばであるという。筆者が1993年10月にガーナの農村

を見学した時の感想は，女性の地位が非常に低く，女性は子産み奴隷という印象であった。

そして家長，夫，男の意に唯々諾々と従っているばかりという感じであった。この辺の事情

をパキスタン出身の国連人口基金事務局長ナフィス・サディック女史は熟知していて，以上

のように女性の地位が低ければ，嫁自身は子供はもう結構だと思っていても子供を産み続け

るしかない，という体制を緩和することが出生率を抑制し低下させる有力なステップである，

というキャンペーンを張るのである。

以上の人口問題に関する新しい認識・知見から，以前にそれほど重点が置かれなかった女

性の地位の向上の問題が，1984年のメキシコ市における国連国際人口会議において可決され
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た「世界人口行動計画」改訂版の「行動に対する勧告」の第２章として女性問題に特別の１

章が与えられ’女性を開発計画のあらゆる局面に参加させ，女性の役割の拡大を開発の目的

に組み入れることが人口問題の解決のため重要であるという点が喚起されるに至るのであ

る｡')また，1994年のカイロで開催予定の第３回国連国際人口会議(IntemationalConference

onPopulationandDevelopment）のための専門家準備会議の１つとして2)リボツワナの首

都ハパローネで「人口と女性に関する会議」が開催され，女性の人口問題に対する関連性，

含意を真正面から論じている。

世界の人口学者の世界規模としては唯一のプロフェッショナルな学会としての国際人口学

会（IntemationalUnionfortheScientificStudyofPopulation）は，1985年以降女性と

人口に関する委員会を設立し，この領域の研究活動を行っている。1989年にはPopulation

andGenderという委員会が発足し，新しい研究領域でのチャレンジを行っている。一方，

1993年５月にニューヨーク国連本部で開催された1994年開催国際人ロ・開発会議の軍備委員

会第２回会合に出席した阿藤誠厚生省人口問題研究所所長によれば,子供を産む主体である

女性に，子供の数ならびに出産間隔を決定する権利を最大限に保証することが，新しい人口

行動計画の中で調われることになるという｡3)また，これまで子供を産む女性の健康は無視

され,母親は次々と子供を産まねばならぬ状況に追い込まれていたが，そのため母親は妊娠

関連の病気で命を失っており，また出産間隔があまりにも短いため,生まれた子供の出生体

重が軽くその乳幼児死亡率が高く，また発育未熟が見られるという。以上の点を踏まえて母

親の健康，出産児の健康が1994年カイロ新人口行動計画の中で強調されることになるであろ

う。

人口と女性の問題は多岐にわたるが,前述のハパローネの「人口と女性」の専門家会議の

ために国連人口部がまとめて提出した基本的枠組を示せば次のようである。これはまた同時

に，人口と女性に関する研究の枠組を示すことになる｡。

国連の考えた人口と女性に関する枠組

Ａ・国連における人口と女性問題の扱い方と変遷

Ｂ，女性の自立と平等

Ｃ・健康と死亡・疾病

１．一般的死亡率

２．母性死亡と健康

３．子供の健康と死亡
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４．中絶

５．避妊

６．女性性器の割札

７．性病

８．エイズ

Ｄ、出生率と家族計画

１．出生率の水準と動向

２．女性の教育と出生率

３．女性の教育と出生率の媒介変数

Ｆ、雇用と労働力参加

１．労働力参加における性差

２．女性の就業と出生率

３．女性の就業,子供の健康,家族の福祉

Ｇ・女性と環境問題

１．人口増加と環境

２．環境保護者としての女性

３．先進国における環境問題

以上に関する項目のすべてについて，限られた紙面で論ずる訳には行かない。本稿ではそ

の中でも，１.女性の健康を表章するものとしての女性の平均寿命と，２.女性の地位と出生

率との関係を，途上国と先進国にまたがった問題として論じてみたい。

２女性の健康と平均寿命

平均寿命は，各国,各階層グループの生活水準，ライフチャンスを適確に表現する指標と

して有名である。ある意味では，国民の１人当たり平均所得よりも一国の生活条件，生活の

質を適切に示しているとさえ考えられている。男女別平均寿命の世界各地域，各主要国にお

ける分布は表１に示される通りである。これは1992年の国連資料によって，1985～90年の水

準を示している。

表１によると,平均寿命の男女差は明らかに先進国で大きく，途上国では小さい。先進地
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域全体の平均格差は7.1歳だが,途上地域全体ではわずかに2.5歳である。

元来女性の平均寿命は男性のそれを上回るのが普通である。この女高男低の理由について

はここで省略するが，１つは先天的つまり生物学的な理由によるものと，もう１つは後天的

な，男女の生活環境・ライフスタイルの差に帰するものである。後者には男性特有の職業ハ

ザード，そして煙草,酒の摂取という習慣も含めることができよう。さらに女性特有の身体，

健康，スタイルに対する気配り,心がけというものも考えられよう。

本来ならば女性は男性よりもかなり長命のポテンシアルを持つものと考えられる。それに

もかかわらず,途上地域,特にインド，パキスタンのインド亜大陸で男女の平均寿命が接近

し，さらに以前は女性の方が短命であったのは,女性の生活環境にネガティブな要因が多く

あったと考えるのが妥当であろう｡`)このネガティブの要因は，前述のように，これらの国々

が多産であり，女性の出産間隔が非常に短いことが挙げられるが，しかし同時に，健康な生

活を維持するための食料，睡眠,栄養,安息，あるいは医療に対するアクセスが男性と比べ

て劣っていること，そのような機会に乏しいということも挙げることができる。途上地域，

特に貧しい地域ほど女性が差別され,酷使され，しいたげられているということができよう。

３インド亜大陸の男女平均寿命

男女に関する生物的条件の違い，そして男女を取り巻く生活環境は,一般に平均寿命の女

高男低をもたらすものと考えられる。しかしすでに述べたように，途上国では平均寿命の格

差は小さく，特にインド亜大陸の国々では非常に小さい。それは往々にしてほとんど０か，

あるいはマイナス，つまり女が男よりも短命の場合もある。そこで，インド亜大陸の国々の

男女別平均寿命の状況を少し過去に遡って示すのが表２である。

表によると，1950～55年ではアフガニスタンを除いて，平均寿命は男高女低であった。

1970～75年でも，バングラデシュ，インド，ネパール，パキスタンにおいて女性は男性に比

べてかなり短命である。1985～90年にインドがやっと女高男低に転じたが，バングラデシュ

とネパールでは依然男高女低が続いている。

このようにインド亜大陸で，女性の平均寿命が相対的に短いことの理由として，これらの

国は多産であり，劣悪な衛生状態・栄養水準のために妊産婦死亡率が高いことが挙げられて

いる。しかし同時に，男尊女卑の伝統が強く，病気の際に女児が男児よりも医療の恩恵を受

けにくい状況,女児が男児と比べて満足な食事を与えられていない，という実態がこれまで
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に指摘されている｡6）

ちなみに，インド亜大陸では，出生率が依然高い理由として，家族や氏族社会において，

女性,特に若い嫁の地位が非常に低いことが論ぜられている。そこで嫁は，子供，特に男の

子を何人か産むことによってはじめて家族の中で半人前の地位を得ることができるという。

４日本における死亡率格差

興味深いことに，戦前の日本では平均寿命の男女格差は現在の6.0歳（1991年の男子の平

均寿命は76.11歳,女子は82.11歳）とは異なり，せいぜい２歳くらいしか違わなかった。こ

れは今日の途上地域の状況とよく似ており，人口転換の１つの潮流としての死亡転換理論の

正当性を想起させる。

1909～13年の生命表によれば，男子の平均寿命は44.25歳，女子は44.73歳で，差はわずか

に0.48歳であった。1926～30年の生命表によれば,男子4482歳,女子は46.54歳で差は1.72歳

であった。もちろん，この理由の1つは母親の多産による高い母性死亡率に違いないが，し

かしそれだけではない。例えば1935年の死亡率をみると，５～19歳のところと25～39歳のと

ころで女子が男子よりも高い。また当時の主要死因であった結核で10～19歳のところで女子

が高く，肺炎及び気管支炎では15～34歳で女子が高い。悪性新生物では20～49歳で女子が高

い。さらに心疾患では０～44歳，腎炎，ネフローゼでは10～44歳のところでも女子が高い。

このように，５歳あるいは10歳から19歳という若い年齢，しかもほとんどが未婚の状態で

女子の死亡率が男子よりも高いということは，彼女等の置かれた生活環境,特に食事，栄養，

睡眠,労働条件が決して良くなかったことを物語る。それは出産以外の生活条件の悪さに由

来するということができよう。特に結核による死亡率が５～19歳のところで女子が高かった

ことは特筆すべきである。もっともこの年齢階級での死亡率における女高男低は後まで続き，

結核死亡率が激減した戦後1960年くらいまで継続した。また全死亡率でも10～19歳の女子は

男子よりも1960年頃まで高かった。このことは，1960年頃まで続いた，生命の危険さえもも

たらした男尊女卑の習慣といえよう。さて現在は，このような生命の危機を招くような差別

はもはやなくなったかも知れないが，職場,家庭，一般的に大衆の出合う公共の場ではまだ

根強く残っている。
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５出生率と経済的要因

さて，欧米諸国，そして日本，アジアＮＩＥＳ（韓国,台湾，ホンコン，シンガポール）にお

いて，近年出生率が激減していることが，大きな人口学的潮流として認められる。欧米諸国

は1965年頃から合計特殊出生率（totalfertilityrateの訳で以下ＴＦＲと略す）はほぼ一斉

に低下し，軒並みに２以下となった（表３参照)ｏ表３で示されるようにⅢ先進国の中でＴ

ＦＲが2.10の人口置き換え水準（つまりそれ以下の状態が続くと自然増加がマイナスになる

ようなＴＦＲ）以上であるのは，ニュージーランド，アイルランド，スウェーデン，ポーラ

ンド，旧ソ連くらいで，あとは全部2.10を割っている。中でも西ドイツは－時12台に低下し

たし，1990年にはイタリア，スペイン，ポルトガルは1.3台かそれ以下，オーストリア，ギリ

シアは1.4台，ベルギー，ルクセンブルグ，オランダ！スイスは1.5台に下がっている。

このような出生力の低下の原因は色々な角度から考えることができる。有力なものとして

ベッカー（GaryBecker)，ミンサー（JacobMincer)，ライベンシュタイン（Harvey

Leibenstein）等の経済学的アプローチがある。彼らによれば,近年の出生力低下は，１つに

は子供の効用，特にその経済的価値の低下,老いた両親を支える社会保障効果の低減による

一方,子供の出産・養育・教育に関する費用が近年高騰して,子供を持つことの利得・便益

が小さくなったことを挙げる。特に，社会の近代化,工業化，サービス産業の拡大の結果女

性の家庭外就業が急増したが，それは女性の機会費用を増大させ，子供を持つ利得・便益，

あるいはベネフィットを上回るため出生率が低下するという。そのほかに，子供を育てるた

めには金に換算できない莫大な時間的コストが掛かることも挙げられている。

以上の経済学的アプローチは，先進国の出生率低下を説明するにあたり，なかなかの説得

力を持つが，しかしこれだけでは,現在ヨーロッパで女性の就業率がまだ低いイタリア，ス

ペインでなぜＴＦＲが1.3あるいはそれ以下に低下し，逆に女性就業率の高いスウェーデン，

アメリカでなぜＴＦＲが2.1まで上昇しているのかを説明することはできない。同様に，ま

だ女性就業率の低い日本，そしてアジアＮＩＥＳの超低出生率を説明することはちょっと難し

い。そこで考えられるのはⅢ南欧，日本，そしてアジアNIESにおける女性の地位の低さであ

る。女性の地位,役割と出生率の関係は一見迂遠なものと思われるが,実は女性の就業と出

産・子育てをリンクさせる社会基盤に深く関連しているのである。
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６女性の就業と出産・子育ての矛盾・調和

女性の教育の向上と出生率の低下との関係は古典的ですらある。しかし，もう1つ，女性

の就業と出生率の間に密接な相互関連性があることも広く知られている。すでに述べたよう

に，子供の出産・育児は母親にとって時間と財政的負担を要するため，普通の状況ならば女

性の就業は出産・育児を制限するし，出産・育児は就業を制限する。これらについて内外と

も多くの研究成果・文献があり，子供の数と女性の就業率との間には負の関係があるという

のが一般であり，またこの関係は途上国よりも先進国の方が顕著である。しかし，その関係

は必ずしもストレートではない。長期的に見れば，たしかに出生率の変化は社会経済的に裏

打ちされ,女性の就業率のそれと関係しているが,短期的にみると必ずしも明らかではない。

表４として，１２のヨーロッパの国々と日本について，1975年と89年のＴＦＲと，２５～44歳

女子の就業率と就業者に占めるパートタイム比率を示した。これによると，一般的に見れば

1975～89年の間に女子就業率は増加し，ＴＦＲは低下している。しかしながら，各国の状況

はかなり異なっていて，クロスセクションでみると，就業率が高い国が必ずしもＴＦＲが特

に低いとはいえないし，就業率の低い国が必ずしもＴＦＲが高いとは言えないのである。

1975年において，南欧の国々，すなわちイタリア，スペイン，ポルトガル，ギリシアは

ＴＦＲが人口置き換え水準よりかなり高かったが，しかしこれらの国々はその後注目すべき

出生率低下を経験している。現在世界で一番出生率の低い国はイタリアで，1990年はＴＦＲ

1.29，スペインは1.30であった。しかし，女子就業率はイタリア58.8％，スペイン51.0％で決

して高くない。逆にスウェーデンは女子就業率が91.3％と最高であるのに，ＴＦＲは最近2.1

0を越えている゜ヨーロッパでは出産コントロールはほぼ完全に行われていると考えられる

が，そういう条件の下で,女性の就業が高いからといっても，就業率が常に相対的に低いと

は限らないのである。そこでは女性の就業に対して十分な制度的あるいは情緒的サポート，

支援体制があるかないかに関わっているところが大きい。今ここでなぜ南欧諸国の出生率が

低いかを考えてみると女性の就業と出産・育児を両立させる支援体制が整っていないこと

ならびに男性の協力が欠除しているのを見ることができる。一方，スウェーデンではこの両

者の両立・調和がうまく行われていることを指摘することができよう。

イタリアとスペインで代表される南欧の国々では，近年経済の興隆,女性が参加しやすい

サービス産業，ソフト産業の拡大が見られる一方,子供のケアを行う託児施設，女性の職場
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における待遇，あるいは理解にはまだかなりの遅滞,欠陥があるようである。これに加えて，

これら南欧の国ではmachismo，つまり男性優位の考え方,慣習が根強く，これが家庭にお

ける家事・育児に対する非協力を生み，女性が外で就業した場合出産を控えることに繁って

いるようである。

実は日本の亭主関白は，この南欧のマチズモに似たところがある。日本の場合には，亭主

関白は男の性的強健さによるというよりも，むしろ制度としての男尊女卑によるところが大

きいが,最近ではこの亭主関白に対する幻滅の過程として,結婚もせず，子供も産まないと

いう状況が強く見られる。一方で，日本における台所革命といわれる電化製品・システムキッ

チンの導入によって，女性は繁雑な家事から解放された。さらにソフト産業の発展に伴い，

女性は大捜して家庭外で就業し，現金収入を得るようになった。いわば日本の女性は「禁断

の木の実」を食べたのであり，その後の「矢楽園」を経験したのである。結婚・出産・育児

があまり楽しそうでない，あるいは今までのようにそれが女性の生き甲斐のすべてではない

という考え方を多くの適齢期の女性が持ち始めて，結婚を出産をためらうのであろうか。

７女性の地位と出生率との関係

最後に図１として女性の地位の向上,役割の拡大とＴＦＲの相関図式を大雑把に示したも

のを掲げる。これは厳密な統計的分析の結果というよりも，知的直感による仮説ともいうべ

きものであるが，Ｘ軸は女性の地位,男女同権！そして社会の女性就業に対する支援体制の

充実の程度である。

図１に示されるようにアフリカ，インド亜大陸の国は女性の地位がきわめて低く，それが

出生率の高い原因の１つになっている。しかしリエ業化・都市化につれて女性の役割が拡大

するに伴い女性の地位は向上し，それと共に出生率は低下する。しかし，女性の地位がある

程度上昇すると（たとえば女性の教育程度・就業率が上昇するのはその表れである)，現行

の男中心の社会体制，女性の就業と出産・育児を調和させる支援体制の不備から，女性の

0`反乱"が起こり，晩婚・非婚化離婚，出産回避のようなものが起こる。女性は子産み機械

ではないとの主張である。この女性の地位向上という方向は不可逆性のものである。

しかし，しばらく経って"反乱，'は収まる。社会的に女性の就業と出産・育児を両立させる

支援体制が拡充され,女性の地位と役割が十分認められ,男女がほぼ完全に同権という状況

に近づけば,結婚拒否，出産への逵巡，出産ストも解消し，出産は置き換え水準に回復する
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と考える｡人間の再生産について一般にホメオスタシス（自然の均衡回復メカニズム）が働

くとするのである。

もちろん，このモデルは，所得，機会費用，住宅といったほかの次元は考慮されていない。

考慮されればモデルはより精綴なものになって行くであろう。ただし，機会費用に関してい

えば，出産・育児支援体制のできていない日本，イタリア，スペイン等の国々で一番機会費

用が高く，これが現在これらの国における超低出生率と関連があるように思われる。

（注）

DUnitedNations,“RecommendationsforFurtherlmplementationoftheWorldPopulation
PlanofAction”adoptedatthelnternationalPopulationConferenceonPopulation，l9840
MexicoCity、

2）カイロでの1994年国際人ロ会議のための専門家会議として６つの会議が開催されたが，それは次の
六つの人口分野についてであり，それに沿った議論が行われた。(1)人口・開発・環境，(2)人口構造，
(3)人口政策,(4)人口と女性,(5凉族計画とヘルス，(6)人口移動である。

3）阿藤誠「カイロ会議に向けて」『世界と人口｣，No.232,1993年７月。

4）UnitedNationsSecretariaL,“PopulationandWomen:AReviewofIssuesandTrends,,，
ExpertMeetingonPopulationandWomenGaborone,２２－２６Ｊｕｎｅ1992.

5）JacquesVallin，“Towhatextentcansexdifferentialsinmortalitybeattributedto
socioeconomicdifferentials?”apaperpresentedtotheIUSSPSeminaronPremature

AdultMortalityinDevelopedCountriesFromDescriptiontoExplanation，TaorminaⅢ
ItalyJ-5June1992.

6）HelenRWare，“Differentialmortalitydeclineanditsconsequencesforthestatusanｄ
ｒｏｌｅｓｏｆｗｏｍｅｎ,'，intheUnitedNations，ＣＯ"seqUe"ｃｅｓｑ／MOrtQZityTrelMlsα"ｄ
Ｄｉﾉｿbre'zticMS,PopulationStudies､No.95,NewYork,1986,ｐｐ､113～125.
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表１主要地域および特定国の男女別平均寿命:1985～90年

(単位；歳）

地域／国

世界

先進地域

途上地域

ァブリ力

ラテンアメリカ

北部アメリカ

ァジァ

ヨ-ロツノF

オセアニア

|日ソ連

日本

中国

インド

パキスタン

ナイジェリア

プラジル

スウェ-デン

ノルウエー

フランス

ドイツ

(1)男子平均寿命’(2)女子平均寿命

１２
９
１
５
２
６
９
１
８
８
０
８
９
１
０
４
３
０
８
３
４

蓋
３
Ⅲ
２
３
５
６
２
６
５
９
５
２
０
０
３
ａ
６
６
８
ｎ

格８

３
１
５
１
８
７
９
０
７
７
４
０
８
５
８
３
３
０
０
７

℃
０
０
●
■
●
●
ｃ
■
●
●
６
勺
●
■
●
●
●
●
●

１
０
９
０
３
１
１
１
８
４
５
８
７
６
８
２
４
３
２
１

６
７
５
５
６
７
６
７
６
６
７
６
５
５
４
６
７
７
７
７

２
２
０
３
４
６
０
８
５
７
２
９
９
５
２
６
３
８
３
２

●
●
●
９
０
●
●
●
●
●
●
●
Ｂ
●
●
０
●
●
●
●

５
７
２
３
９
８
４
７
４
３
１
０
７
６
２
７
０
９
０
８

６
７
６
５
６
７
６
７
７
７
８
７
５
５
５
６
８
７
８
７

出所）UnitedNations,Wbr9/aPbpuJatiO〃Ｂ℃SpectsfmeI9”Reujsio",NewYork，

1992.

表２インド亜大陸諸国の男女別平均寿命の推移

(単位：歳）

1950～55年 1970～75年 1985～90年

T妥手~雁国

アフガニスタン

バングラデシュ

インド

ネパール

パキスタン

スリランカ

313

38.3

39.4

36.8

40.1

57.6

５
４
４
０
５
０

０
３
１
１
２
２

＋
｜
’
’
’
一

31.8

34.9

38.0

35.8

37.6

55.5

38.0

45.6

51.2

44.0

50.0

64.0

38.0

44.1

49.3

42.5

48.0

66.0

０
５
９
５
０
０

０
１
１
１
２
２

’
一
一
一
十

０
１
８
５
５
３

●
●
●
●
●
■

１
１
７
１
６
８

４
５
５
５
５
６

42.0

50.4

57.9

503

56.5

72.5

０
７
１
２
０
２

０
■
０
●
巳
Ｃ

ｌ
０
０
１
０
４

＋
一
＋
｜

＋

出所）表１と同じ。
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表３先進諸国における合計特殊出生率の推移

Jjjll
1975
-

1.91

Ⅲ｜Ⅲ 1981
-

1.74

19791980
-

1.771.75

1982
-

1.77

脇｜Ⅲ

脳｜Ⅲ

Ⅲ｜Ⅲ

柵一川

Ⅲ｜剛 19881989

1.661.57

剛一Ⅲ 1991̄

1.53

川一側
1.90

1.77

1.75

1.76

1.75

1.81

門
Ｍ
Ｌ
Ｌ

０
２
７
８

Ｌ
Ｌ

開
朗
Ｌ
Ｌ 1.67

1.80

1-69

1.81

1.67

1.84

師
腿
Ｌ
Ｌ

船
酊●
■

１
１

1.75

2.01

1.80

2.08

1.80

2.07

1.65

1.93

2.22

2.36

1.98

2-10

1.94

2.10

1.92

2.03

1.94

2.01

1.94

1.95

1.93

Ｌ9２

1.88

1.93

1.89

1.93

1.87

1.96

1.85

2-02

剛
的
１
２ 1.90

2.10

1.90

216

1.85

2.13

Ｌ92

1.68

2.65

3.41

198

1.78

1.81

俶
刷
舗
別
而
剛
門

■
■
●
●
●
⑤
■

１
１
２
３
１
１
１

Ｌ60

1.64

2.49

3.23

1.75

1.66

1.84

1.551-44

1.631.64

2482.33

3233.08

1.721-70

1.681.63

1.8９１．８０

Ｌ43

1.72

2.26

2.96

1.71

1.62

1.76

1.38

1.74

2.26

2.74

1.65

1.61

1.76

如
扣
肥
昭
船
開
拓

●
Ｇ
⑥
０
●
●
●

１
１
２
２
１
１
１

1.45

1.65

1.93

2.50

1.68

1.73

1.80

1.48

1.60

Ｌ85

2.43

1.71

1.79

1.78

1.50

1.59

2.05

2.32

1.75

1.84

1.81

鮪
刊
”
烟
別
船
別

●
●
●
●
●
●
●

１
１
２
２
１
１
１

1.62

1.71

2.20

2.11

1.89

2-02

1.8１

酊
祀
孤
咀
船
Ⅲ
Ｍ

■
●
●
ｃ
■
●
■

１
１
２
２
１
２
１

1.67

1.80

2.19

2.18

1.92

2.12 2.09

1.83

1.73

1.93

1.45

帥
的
朗
銘
別
舶
釦

⑤
●
●
●
●
Ｃ
Ｑ

１
１
１
１
１
１
１

閲
的
冊
胡
蛆
弱
塊

１
１
１
１
１
１
１

●
⑤
●
■
●
ロ
●

５
８
５
５
１
０
５

６
６
９
４
５
６
５

●
Ｃ
●
色
の
●
●

１
１
１
１
１
１
１

酊
酪
鴨
姐
開
閉
別

１
１
１
１
１
１
１

●
●
白
Ｐ
Ｃ
●
の

６
６
９
３
７
１
２

５
５
７
３
４
５
５

●
●
●
●
●
●
■

１
１
１
１
１
１
１

1.66

1.60

1.91

1.41

２
２
１
９
３
９
２

５
５
８
２
４
４
５

●
ｃ
●
●
■
■
●

１
１
１
１
１
１
１

８
１
２
８
９
１
２

４
５
８
２
３
５
５

◆
●
Ｐ
●
●
●
●

１
１
１
１
１
１
１

嫡
閉
別
舗
佃
騎
塊

●
▲
●
●
□
■
⑪

１
１
１
１
１
１
１

1.431.44

1.541.58

1.821.80

1.371.41

1.391.51

1.561.55

1521.57

５
９
９
９
２
５
６

４
５
７
３
５
５
５

●
Ｃ
Ｏ
Ｃ
□
■
●

１
１
１
１
１
１
１

1.451.50－
，
，
１

８
５
２
２
９

７
４
６
６
５

●
●
中
中
Ｐ

１
１
１
１
１

７
３
０
１
１

７
４
６
６
６

●
Ｏ
Ｇ
●
●

１
１
１
１
１

1.42

1.66

1.61

1.49

1.55

2.33

2.19

2.59

2.80

2.27

229

1.85

2.28

2-53

2.15

2.29

1.74

2.17

2.31

2.12

2.21

1.66

2.12

2.16

2.13

2.092.02

1.571.57

2.042.02

1.991.87

2.062.10

1.94

1.53

1.96

2.07

2.09

1.82

1.46

1.87

169

2.10

168

1.41

1.70

1.61

2.04

1.62

1.33

1.63

1.53

2.00

1.52

1.28

1.57

1.48

2,00

馳
鋼
閲
蛆
舶

●
Ｄ
Ｃ
。
□

１
１
１
１
１

蛆
孤
蛆
釦
舶

Ｃ
●
■
●
●

１
１
１
１
１

姐
甜
別
如
朋

凸
Ｂ
□
●
曰

１
１
１
１
１

９
１
８

２
５
２

Ｌ
Ｌ
Ｌ

1.27

潴
弼
別
記
町
帥
佃

①
Ｇ
●
●
巳
●
▲

２
２
１
２
２
２
２

５
６
０
７
０
２
２

１
３
９
０
２
５
３

■
已
中
▲
■
●
凸

２
２
１
２
２
２
２

５
３
０
１
５
８
８

１
３
９
０
２
４
２

，
●
凸
●
中
●
▲

２
２
１
２
２
２
２

2.05

2.16

Ｌ94

1.91

2.26

2.43

2.26

2.01

2.01

1.85

1.88

2.22

2.35

2.25

2.02

2.10

1.85

1.79

2.31

2.19

2.29

2.00

2.08

1.79

1.72

2.40

2.00

2.37

1.99

2-07

1.74

1.73

2.37

2.19

2.4１

1.95

2.06

1.74

1.83

2.33

2.26

2.40

1.99

2.03

1.70

1.84

2.22

1.96

2.00

1.74

1.82

2.15

1.97

2.01

1.67

1.79

2.13

2.31

2.38

船
舶
研
沼
帆
砠
如

●
□
■
ロ
●
缶
●

１
１
１
１
２
２
２

湖
船
型
幽
似
酪
船

●
●
巴
の
●
巾
■

１
１
１
１
２
１
２

師
盟
朋
船
舶
弱

●
の
●
■
●
●

１
１
１
１
２
１

1.74

2.462.53

資料）UnitedNations,DemograchicYearbook;CouncilofEurope,HecentDemographicDevelopmentsintheMemberStatesofthe
CounciloftheEurope,1992,ＩＮＥＤ,Franceおよび各国中央鰯十局資料による。



表41975年と1989年における代表的欧米諸国と日本の合計特殊出生率,年齢25～44歳

における女子労働力率,および女子パートタイム就業者の全女子就業者中に占める

割合

ＴＦＲ ＬＦＰ ＰＴ

1989

25.0

40.1

23.8

30.7

8.0

16.5

1ｑ9

16.4

60.1

57.0

10.0

11.9

40.0

43.6

28.0

27.5

国
1989

1.58

1.62

181

1.39

1.50

2.11

1.29

1.52

1.55

1.88

1.50

1.39

2.02

181

1.58

1.57

1975

40.5

59.0

46.8

49.8

42.7

24.8

32.9

＊

ｎ
Ｕ
１
且
。
Ⅱ
剣
１
〈
Ｕ
△
４
ｎ
ｏ
▲
４
句
Ｉ
ｎ
Ｕ
Ｆ
Ｄ
ｎ
）
ｎ
ｄ
１
ｎ
色
Ｑ
１

Ｑ
ｖ
ｏ
Ｊ
４
４
ａ
４
ｎ
０
”
Ｉ
Ｒ
Ｕ
〈
ｄ
ｏ
Ｊ
Ｑ
Ｕ
？
】
■
１
も
１
９
】
Ｐ
Ｄ
ｎ
Ｕ

〈
Ｄ
Ｑ
ｕ
ｍ
Ｉ
【
Ｏ
Ｐ
Ｄ
△
４
Ｆ
Ｄ
Ｆ
０
Ｆ
Ｄ
行
１
７
０
戸
Ｄ
０
Ｕ
句
！
〈
０
（
ｂ

1975

1.74

1.92

1.93

1.45

2.37

3.40

2.2１

ベルギー

デンマーク

フランス

西ドイツ
ギリシア

アイルランド

イタリア

ルクセンプルグ

オランダ

ノルウエー

ポルトガル

スペィン

スイス

米国
ＥＵＲｌ２

日本

1.66

1.99

2.52

2.79

1.78

1.81

2.07

1.91

24.6

31.1

25.9

16.6

54.5

51.7

48.3

注）＊年に対する数字

出所）Eurostat・DemographicStatisticsl991andLabourForceSurveyl989Statistics
SwedenLabourForceSurveysandVitalStatisticsStatisticalYearbookforNorway、
Japan・InstituteofPopulationProblems,MinistryofHealthandWelfare（1991）
LatestDemographicStatistics；JapanBureauofStatistics（1992)．One-percent
CensusTabulationofl990Census,Thefiguresforallcountrieslistedexceptfor
JapanareacturallyadaptedfromthepaperofEvaBernhardt（1991)，Working
parentsinSwedemAnExampleforEurope：ApaperpresentedfortheEurostat
Confe1℃nceonHumanResourcesattheDawnofthe21stCenturyLuxemboulg,27-
２９Novemberl991．

図１女性の地位と出生率との関係（空想図）

蝋,><ﾝド
スウニーデンＩ

出
生
率
Ｉ

ＡＳＥＡＮ

娯鰯i綴iii二二、ｌＩｌビミー
スペインイタリア

ＮＩＥＳ

ノノレウェー

西ドイツ

女性の地位一
男女同権性
子育てに対する保障

注）この図は人口の置き換え水準以後の出生率の動向をいささか誇張して描いてある。
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第４章社会変動と家族

一小家族化をめぐって－

流通経済大学社会学部教授

漬水浩昭



１はじめに

わが国の家族は，経済・社会に変動に伴って大きな変化を遂げたといわれている')。しか

し，家族変動を仔細に検討すると，経済・社会の変動に伴って家族櫛成鋤（家族の親族構成

員の種類とその数）は大きな変化を遂げているが，家族観念，)（家族はどうあるべきか，家

族構成員としての行動様式に関する考え方）についてはほとんど変化していないとされてい

る4)。

そこで，小稿では，経済・社会の変動に伴って変化しやすい家族構成に焦点を当て，この

家族構成の変化を人口変動，とりわけ出生行動との関連で記述・分析を試みることにしたい。

というのは，家族構成の変化（家族の量的変化）はロ出生数の変化と密接に関連していると

ともに，出生数の変化は経済・社会の変動を受けやすい性質を有していると考えたからであ

る。

２小家族化をめぐる研究動向と分析枠組

ここでは，小家族化をめぐる研究動向を概観するとともに，社会変動と家族の課題に接近

する分析枠組を検討することにしたい。

わが国の家族構成，とりわけ家族規模の変動過程をみると，家族規模は縮小化の過程にあ

る。このような家族規模の縮小化は，小家族化と称されてきた。

それでは，このような小家族化は，どのようにして生じたのであろうか。

森岡清美によれば，小家族化は，産業化と出生率低下および夫婦家族制理念の浸透によっ

てもたらされたものであるとしている`)。この３つの要因について，森岡はつぎのように述

べている。まず,産業化については，産業構造の変化が「労働力の地域移動の激化をもたら

すことにより，『その他の親族』のみならず子どもの他出を早め，小家族化を促す`)」ことに

なる。また，出生率低下については，出生率低下が「直接に子どもの数を減少させ，さらに

つぎの世代における『その他の親族』の数を減らせる。かくて，小家族化は必至となる7)」

とし，さらに，夫婦家族制の理念については，この理念が「『その他の親族』のみならず，あ

ととりを含めて子どもの他出を促し，かつこれを正当化することにより，小家族化に貢献す
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ることになる8Uとしている。

ところが,産業化と小家族化とは必ずしも適合的に関連しないこともありうるし，産業化

の進展と小家族化の動向を検討すると，アメリカ型とイギリス型とに区別することができる

としている，)。ここでいうアメリカ型は，産業化と小家族とが適合的に関連するものであり，

こうした例はフランスにもみられるが，イギリス型は，小家族化が産業化と必ずしも適合的

に関連しないもので，こうした例としてドイツ，日本を挙げることができるとしている10)。

さらに，わが国の小家族化については，「1950年代に改正民法に先導される形で,夫婦家族制

の理念の浸透が始まった。それに加えて，1949年６月の優生保護法改正で経済的理由による

人工中絶も合法となったため，1950年代のはじめごろから出生率が本格的に低下した。さら

にこの時代に日本経済の復興が始まって労働力の移動が激しくなり，1960年代の高度成長の

なかで夫婦単位の生活が安定的に維持される条件も熟した。こうして，空前絶後の世帯規模

縮小の時代が到来したのであるｏしかし，低成長期に入った1970年代の中頃から，小家族化

の動向も著しく鈍化して今日に至った､」と述べている。

このような研究動向をみると，小家族化の問題は，出生力の変動，家族計画の普及，夫婦

家族制理念の浸透度を分析指標にして記述・分析を試みることが有効な接近方法であること

を示唆しているように思われる。

３小家族化の動向と動因

前述の研究動向をふまえて，ここでは，小家族化をもたらした出生力の変動，家族計画の

普及,夫婦家族制理念の浸透度について検討することにしたい。

（１）小家族化の動向

まず,戦後の家族規模'3)の縮小過程を平均世帯人員の推移でみると，昭和25年は4.97人で

５人近い規模であったが,４０年にほぼ４人規模となり，４５年には４人を割り３人台になった

が，平成３年に至るとほぼ３人規模となり，平成４年では３人も割り2.99人にまで縮小化し

てきている。この小家族化の動向をみると，「５人家族から４人家族」になるのに15年，「４

人家族から３人家族」になるのに26年要したことになりこの42年間に平均世帯人員は約２

人縮小したことになる（表１参照)。

つぎに，このような家族規模縮小化の要因を考察することにしたい。
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（２）家族計画の普及と出生率の低下

毎日新聞社人口問題調査会は，昭和25年以降「全国家族計画世論調査」を実施している。

この調査結果のなかから「避妊実行状況」（｢あなたがたご夫婦は１避妊をしたことがありま

すか｣）をみると，昭和25.27時点では「一度も実行したことがない」が50％を超えていた

が,３０年にはその割合が50％を割り，その後急激な減少を示し，今日に至っている｡このこ

とは，避妊実行割合が高まっていることになろう。そこで「避妊実行状況」を「現在実行し

ている」でみると，昭和25年時点では20％にも達していなかった避妊実行割合が，４０年には

50％を超え，平成４年には60％を超えるに至っている（表２参照)。

いずれにせよ，この結果をみると，家族計画は昭和30年代から徐々に普及しはじめ，４０年

代に定着するに至ったということになろう。

こうした家族計画の普及は，出生率低下にいかなる影響をもたらしたのであろうか。これ

を合計特殊出生率でみると，昭和25年に3.65であった合計特殊出生率が，３０年には2.37とな

り，それ以降低下傾向を示し，５０年には1,91となり，今日では1.50にまで低下している。こ

の動向をみると，避妊実行割合の高まりと対応しながら合計特殊出生率も低下してきたとい

うことができよう（表３参照)。

（３）夫婦家族制理念の定着化

直系家族制（親夫婦と子ども夫婦とが同居生活を営むことが望ましいとする家族制度）か

ら夫婦家族制（親夫婦と子ども夫婦とは別居生活を営むことが望ましいとする家族制度）へ

の変化を何を指標にしてみるかであるが，ここでは，高齢者の居住形態において「別居」形

態が50％を超えたことをもって直系家族制から夫婦家族制への変化つまり，夫婦家族制理

念の定着化としたい。というのは，高齢者になると，女性は配偶者を失うケースが増大して

くるし，要介護になる確率も高まってくる。このような状況になると，今まで「別居」形態

をとっていた親世代,子世代とも「別居」形態を維持・存続するか「同居」形態に移行する

かの選択をせまられることになる。とすれば，この世代の居住形態の動向に家族制度（家族

観念）の特質が縮約していると考えられるからである。

このような考え方に基づいて家族観念の変化をみることにしたい。

なお，ここでは，「同居」（｢子と同居」＋「その他の親族と同居」＋「非親族と同居｣）と

｢別居」（｢ひとり暮らし」＋「夫婦のみ｣）との区分で家族観念の変動を考察することにした。

厚生省統計情報部の「国民生活基礎調査」（昭和60年までは「厚生行政基礎調査｣，６１年か
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ら「国民生活基礎調査」に移行した）によれば，昭和55年時点では「同居」が72.0％,「別居」

が281％であったが，６０年には「同居」が67.6％，「別居」が32.3％となり，「同居」が70％を

割るに至っているが,平成４年においても「同居」が60.8％，「別居」が39.3％となっており，

依然として「同居」が「別居」を上回っている（表４参照)。

さらに，高齢者の５歳階級別同別居状況を平成４年についてみると，「65～69歳」では

｢同居」が49.5％，「別居」が37.1％，「子供なし」が7.5％であるが,「70～74歳」では「同居」

が53.2％，「別居」が35.4％，「子供なし」が6.3％，「75～79歳」になると「同居」が60.7％，

｢別居」が30.2％，「子供なし」が4.9％となり，「80歳以上」になると「同居」が72.6％，「別

居」が20.5％，「子供なし」が3.4％となっている。これは，「後期高齢層」（75歳以上）にな

ると「同居」する者の割合が高まってくることを示していることになろう。

ともあれ，これらの結果をみると，わが国の家族は，今日においても直系家族制から夫婦

家族制へと変化したとはいえないように思われる。

いずれにせよ，これらの調査結果は，家族計画の普及に伴って出生率の低下をもたらし，

そのことが家族規模を小さくする方向に作用することになったが，家族観念は依然として直

系家族制であることをみると，家族観念は家族規模を小さくする動因とならなかったことを

示していることになろう。

４社会変動と家族一小家族化をめぐって－

このような調査結果をふまえて，今後の小家族化の動向を出生力低下の要因，出生力低下

についての評価‘居住形態と出生力，家族観念の変化の側面から検討することにしたい。

（１）出生力低下の要因と出生力低下についての評価

経済企画庁国民生活局が平成４年に実施した「国民生活選好度調査」によれば，出生力低

下M)は，「養育費負担」「(子育ての費用の負担が大きいから)」と「育児施設・制度の不備」

(｢外で働く女性が増えたが育児を容易にする施設・制度が充分でないから｣）が大きな要因

となっている。これを男女別にみると「養育費負担」は，男性が女性を若干上回っているが，

｢育児施設・制度の不備」は，女性が男性を大幅に上回っている（図１参照)。

つぎに，出生力低下についての評価'６)をみると「人口が減少し，国の活力が失われるのは

よくないことである」と「子供を生みやすい社会的環境が整っていないのでしかたがない」
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を挙げたものが比較的多かった。これを男女・年代別にみると，前者を挙げたものは男女と

も40歳代以上に多いのに対して，後者を挙げたものは，男女とも20.30歳代で多くなってい

る（図２参照)。

このことは，現在の出生力低下が主に「養育費負担」と「育児施設・制度の不備」によっ

て生じているものであり，こうした現象については，「育児施設・制度の整備」によって出

生力が回復する可能性も内包していることを示唆しているように思われる。

（２）居住形態と出生力

厚生省人口問題所が平成４年に実施した「第10回出生動向基本調査」をみると，現在の住

宅への親の援助があった場合の方が親の援助がなかった場合よりも平均出生児数が多く，な

かでも結婚維持期間15年以上についてみると，「親の土地に家を建てた」と「親の家に住ん

でいる」場合は，平均出生児数が2.3人前後になっている。これは「同居」（｢親の家に住ん

でいる｣）ないし「近居」（｢親の土地に家を建てた｣）の場合，とくに出生率が高いことを示

唆していることになろう（表５参照)。

（３）家族観念の変化

総務庁老人対策室が平成４年に実施した「老後の生活と介護に関する調査」をみると30.

40歳代!`)は，結婚した後の子どもとの同別居意識については「同居志向」（｢息子夫婦が親と

同居するのがよい」＋「娘夫婦が親と同居するのがよい｣）が46.7％で，「別居志向」（｢子ど

も夫婦は親と別居するのがよい｣）が41.5％であるが，親の身体が弱くなったときの同別居

意識をみると，「同居志向」が77.1％，「別居志向」が1ｑ9％となり，「同居志向」が急激な上

昇を示すことになる。さらに，親が1人になったときの同別居意識をみると，「同居志向」

は78.2％，「別居志向」は10.0％となっている（表６，表７参照)。

この調査結果をみると，わが国の家族は，直系家族制から夫婦家族制に変化する可能性が

少ないことになる。

５むすびにかえて

以上,小家族化の動向を様々な側面から検討してきたが,今日における小家族化は，家族

計画の普及に伴って出生力が低下することによってもたらされたことになるが，この出生力
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低下は，「養育費負担」と「育児施設・制度の不備」が主要因となって生じたと考えられて

いる。また，出生力の高低と住宅への親の援助の有無（居住形態）との関連をみると，援助

があるときに高く，援助がないときに低く，しかも援助があるとき！「同居」や「近居」の場

合に高いことも明らかになった。

さらに，家族観念についてみると，直系家族制から夫婦家族制へと変化しているとは考え

難い。しかし，直系家族制が根底にあっても直系家族形態が実現するのは，親が晩年に至っ

てからが比較的多くなっているように思われる（つまり，親が元気なうちは別居しているが，

親の身体が弱ったり，一人暮らしになったときに同居に移行するというものである)。した

がって，この直系家族形態が子どもの結婚直後（出産,子育て期）に現実化することになる

と，家族規模は大きくなることになろう。というのは，「同居」は出生力を高める要因となっ

ているからである。

ともあれ，これらの調査結果をみると，今後の小家族化の動向は！「養育費負担の軽減｣，

｢育児施設・制度の整備｣,住宅環境の整備および夫婦家族形態から直系家族形態への転換の

時期いかんによって左右されるように思われる。

（注）

1）袖井孝子は，「戦後日本の家族は，二度の大きな転換期をむかえた。ひとつは家制度の廃止であり，

もうひとつは高度経済成長である。……今,家族は第三の転換期をむかえようとしている。それは

高齢化社会の到来である」（袖井孝子『家族・第三の転換期』亜紀掛房，1985年ｐ､3）と述べてい

る。これは，わが国の家族が社会変動（家制度の廃止)，経済変動（高度経済成長)，人口変動（高齢

化社会）との関連で変動してきた（するであろう）ことを意味しているといえよう。

２）上子武次「日本の家族」上子武次・増田光吉編『日本人の家族関係異文化と比較して＜新しい

家庭像＞をさぐる』,有斐閣，1981年，ｐ,５

３）上子武次「前掲論文」ｐ､1４

４）中根千枝『家族を中心とした人間関係」（講談社学術文庫）講談社’1977年,ｐ､169
５）森岡滴美「家族形態の変化｣,森岡澗美・望月嵩『新しい家族社会学（三訂版)』,培風館，1993年，

ｐ､194

６）森岡清美「前掲論文」ｐ､194

７）森岡測美「前掲論文」ｐ,194

８）森岡消美「前掲論文」ｐ､194

９）森岡澗美「前掲論文」pPl92～193

10）森岡禰美「前掲論文」ppl92～194

11）森岡滴美「前掲論文」’194

12）社会科学における認識の目標は「事象のすべての原因を知るということよりも，そこで生活する

人間やその行為にとって意義あるものを認識し，それによって歴史・社会的現実の個性を把握する

ということである」（新睦人「近代社会の自己認識としての社会学」新睦人・大村英昭・宝月誠・中

野正大・中野秀一郎「社会学のあゆみ』（有斐閣新衡）有斐閣，1979年，ｐ､53）とされている。ここ
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でも，こうした考え方に従っておきたい。

13）ここでは，世帯規模に関する資料を用いて家族規模とした。

14）ここでの設問は，「出生率の低下の原因は何だと思いますか」というものである。

15）ここでの設問は，「平成２年の合計特殊出生率は1.54と過去最低になりましたが，このことについ

てどのようにお考えになりますか」というものである。

16）この世代は,親を扶養する年代ということになる。とすれば，この世代の意識が今後の動向を左

右することになると考えられる。そこで，この世代の意識をとり上げることにしたのである。
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表１平均世帯人員の推移

平均世帯人員年次

昭和25年
３０

３５

４０

４５

５０

５５

６０

６１

６２

６３

平成元年
２

３

４

７
７
４
５
９
４
３
３
２
９
２
０
５
４
９

９
９
５
０
６
４
３
２
２
１
１
１
０
０
９

０
●
●
●
●
。
●
●
●
■
。
●
●
●
●

４
４
４
４
３
３
３
３
３
３
３
３
３
３
２

資料）総務庁統計局.｢国勢調査」

厚生省統計情報部,「厚生行政基礎調査｣，「国民生活基礎調査」

表２避妊実行状況の推移

(単位：％）

避妊実行状況

燕〒百E盲Z扇Z~FiY厨子r7E百Z777RTi
９，６６３．６

１３９54.9

１８，９４１．５

１７．３３８．３

２０．２３３．０

２６．１２８．５

１９．１２９．８

２６．８１６．５

１９．２２３．１

１９．３１９．１

１６．８20.2

15.1220

１３．３２１．０

１３．３１９．４

１１．７２１．５

16.0２４．２

１６．５23.4

1ａ６21.1

２０．５１９．６

２０．４16.5

17015.1

年次
その他無回答

７．３

４．９

６．０

５．２

４．３

ａｌ

６．５

１２

４，７

９．６

１０．４

３．６

５．２

６．９

４６

４，３

２．８

２４

３．６

５．１

４０

前に実行したことがある現在実行している

１９．５

２６．３

３３．６

３９．２

４２．５

４２．３

４４．６

５５．５

５３．０

５２．１

５２．６

５９．３

６０．５

６０．４

６２．２

５５．５

５７．３

６２．８

５６．３

５７．９

64.0

年
年

妬
Ⅳ
加
犯
弧
鉛
銘
仙
姐
拠
妬
岨
別
駆
別
冊
的
飢
閉
２
４

和
成

昭
平

資IEI）毎日新聞社人口問題調査会編，『記録日本の人口少産への軌跡家族計画世論調査･21回全資料』

毎日新聞社1992年
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表３合計特殊出生率の推移

合計特殊出生率

３．６５

２．３７

２．００

２．１４

２．１３

Ｌ９１

Ｌ７５

Ｌ７６

Ｌ７２

１．６９

１．６６

１．５７

１５４

１．５３

１．５０

年次

昭和25年

３０

３５

４０

４５

５０

５５

６０

６１

６２

６３

平成元年

２

３

４

資料）厚生省統計情報部,｢人口動態統計」

表４高齢者の居住形態の推移

(単位：千人，％）

非親族

と同居

０．２

０．２

０３

０．２

０４

０．２

０２

０３

０３

年次

昭和55年

６０

６１

６２

６３

平成元年

２

３

４

10,729
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11.7

６
０
０
３
２
５
７
２
６

●
●
●
Ｐ
●
●
■
Ｂ
●

９
３
２
３
４
５
５
７
７

１
２
２
２
２
２
２
２
２

０
６
３
３
９
０
７
６
１

ｓ
●
０
０
●
●
●
●
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９
４
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３
１
０
９
７
７

６
６
６
６
６
６
５
５
５

８
８
２
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２
１
３
３
４

●
Ｃ
●
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２
２
３
３
３
３
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資料）厚生省統計情報部，「厚生行政基礎調査｣，「国民生活基礎調査」
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表５結婚持続期間別，住宅への親の援助別，平均出生児数

(単位：人）

后暗】寺編期
斑UMl宅への恩OIHnID有ＨＬＷｍ鵬

匪宅への景且の1彊助５ 【Ⅸ

剛のに 】§

關の十地に家崔鐸

【Ⅲ日ＩｂＬＯｎＱ田Ｉ 0-8

戻箇について親の厨金栂肋を受 I

の親

注）総数は，住宅への援助の有無不詳を含む。

結婚持続期間総数は，期間不詳を含む。

＊サンプル数20未満。

資料）厚生省人口問題研究所，『第10回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査)結果の概要』

1993年

表６結婚した後の子どもと親との同別居の意識

(単位：人，％）

実数 わからない

平
昭
昭

成
和
和

年
年
年

1,235

1,313

1,259

４
配
船

35.2

39.7

45.9

11.5

11.5

12.3

41.5

36.7

30.3

11.7

12.1

11.4

資料）総務庁老人対策室，『老後の生活と介謹に関する調査結果の概要』，1992年

表７親が１人になったときの同別居の意識

(単位：人，％）

息子夫婦が
親と同居す
るのがよい

娘夫婦が親
と同居する
のがよい

子ども夫婦
は親と別居
するのがよい

実数 わからない

平
昭
昭

成４

和６２

和５６

年
年
年

1,235

1,313

1,259

55.5

60.2

63.2

22.7

22.7

20.5

10.0

５．４

５．０

1Ｌ9

11.7

11.3

資料）総務庁老人対策室，『老後の生活と介趣に関する調査結果の概要』，1992年
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図１出生率低下の要因（性別）

０１０８０３０００５０６０７０（％）
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生活田1mが恩〈
Ｘっ上から

IﾊﾚWするのが
迎くばったから
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多lIItr嚢しみが
できて‘たから

子01の打来が不史だから

孑肌を作る必硬性を
感じなくなったから

甜騏I1WlMら

身近に７(Ⅱのlu鮒をして
くれる人力(いい､から

mlI〔lklljが兇巡したから

iW雌脚人が

その他、よくわからはい

資料）経済企画庁国民生活局編,『平成４年度国民生活選好度調査｣,大蔵省印刷局，1993年
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図２出生率低下についての評価
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資料）経済企画庁国民生活局編,『平成４年度国民生活選好度調査』,大蔵省印刷局，1993年
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第５章人ロ変動に伴う人ロ政策の変遷

一日本の経験一

厚生省人口問題研究所長

阿藤誠



１人口転換と人口問題

日本の人口は明治維新（1860年代末）に始まる近代化の過程とともに大きく変化を始め，

今日なおその変化の過程にある。その変化の源泉は出生率と死亡率の一連の変化であり，人

口動態革命，あるいは人口転換と呼ばれる。多産多死から多産少死へ，そして少産少死へと

続く人口動態の変化は，その過程で，人口の規模と構造を大きく変化させることになった。

また人口転換にともなう人口の規模と構造の変化は，その段階に応じて特有の人口問題をひ

き起こし，政府の政策的対応を促してきた。

このような日本の経験は，今日経済発展と人口転換の途上にある第３世界の国々の経験と

は必ずしも同じではない。だが，人口転換がある程度の普遍性をもつかぎり，転換の各段階

に特有の人口問題が発生することは避けられず，したがってそれに対する日本の政策的対応

を振返ってみることは，ある程度類似の過程をたどるであろう第３世界の国々にとって参考

となることであろう。

日本の人口転換の過程は大きく５つの時期に分けることができる。第１期は1870年頃（明

治初年）から1920年頃までの期間で，死亡率が緩やかに低下し，出生率は逆に緩やかに上昇

した時期である。普通出生率と普通死亡率のギャップが徐々に拡大したため，人口増加の勢

いが加速した。第２期は1920年頃から1940年代半ば（第２次大戦）までの時期で，出生率は

緩やかに低下を始めたものの死亡率が低下の速度を上げたため人口増加の腿勢が強まった時

期にあたる。

第３期は第２次大戦後から1960年頃までの時期で,死亡率は大きく低下し，出生率も一時

的なベピープームの後大幅に低下した時期である。平均寿命はほぼ当時の先進国水準に達し，

合計特殊出生率は一挙に人口置換水準に到達した。この時期の出生力転換の成功によって人

口増加の騰勢は止んだ。

第４期は1960年頃から1970年代半ばまでの時期で，出生率，死亡率ともに比較的安定して

いた。平均寿命は中高年死亡率の低下が加わり順調に伸び続け，合計特殊出生率は人口置換

水準を続けた。この時期には出生力転換の成功の結果として人口の高齢化が進み始めた。ま

た，この時期は高度経済成長の時代にも相当しⅢ農村から都市へ非大都市圏から大都市圏

へ人口の－大移動があり，山村,漁村の過疎化大都市の過密化が進んだ。

第５期は人口転換の最終段階で，出生率と死亡率のギャップが一段と縮小し人口増加率が
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低下を続けた時期であるが，同時に前期に引続いて人口の高齢化が着実に進行してきた。加

えて，この時期は新たに２つの人口動態変化が起こった。ひとつは第４期には落ち着いてい

た出生率が1970年代半ばに人口置換水準以下に低下した後，1980年代後半になって一段と低

下した。この超低出生率は，中高年者・高齢者の死亡率の改善による平均寿命の継続的な伸

びとともに高齢化を加速する役割を果たしてきた。もうひとつは，国際人口移動の潮流の変

化である。第１期から第４期までの日本はどちらかというと移民の送り出し国であったが，

この時期,主として近隣アジア諸国と中南米諸国からの外国人労働力の流入が急増し，外国

人人口の比率が高まってきた。

以上の５期のうち第１期から第３期の中心的人口問題は現在の途上国の多くが経験しつつ

ある人口急増問題（あるいは過剰人口問題）であり，これに対して日本がどのような政策的

対応（出生政策）をとったかが本稿の第１の焦点となる。第４期の中心的人口問題は過密，

過疎,すなわち人口の地域的不均等分布の問題であり，日本の国土開発政策が第２の焦点と

なる。第４期から第５期にかけて徐々に社会的関心を強めてきたのは人口高齢化問題であり，

高齢化社会に対応した社会保障政策の構築が第３の焦点となる。第５期に起こってきた２つ

の新たな人口問題,すなわち外国人労働者の急増問題と超低出生率問題は最近になって相次

いで社会的関心を呼びⅢ政策的対応がとられつつある分野であり，これが本稿の第４，第５

の焦点となる。

２過剰人口問題への政策的対応

明治以降の日本政府は伝染病の予防，国民の健康向上を目的として保健衛生施策を強力に

実施したが，これは経済発展にともなう生活水準向上と相まって，死亡率の緩やかな低下を

もたらした。普通死亡率（人口千人当たりの死亡率）は1870年前後の27.2%oから1920年の

25.4%0へ低下したが，その後いくぶん加速し1941年には16.0%oとなった。この間，普通出生

率（人口千人当たりの出生率）は1870年前後の303%0から1920年の36.2%oへとむしろいくぶ

ん上昇したが，その後は緩やかに低下して1939年には26.6%oとなった。明治の初年以来，日

本政府は移民送り出し政策をとったが，その規模は小さく，人口増加は主として出生と死亡

の差である自然増加によって決められたから，出生率と死亡率のギャップが拡大するにつれ

人口増加は加速した。人口増加率は1870年代は年率0.5％程度であったが，1920年代には1.5

％に達した。日本の総人口は1870年頃には3,500万人であったが，1930年代半ばには71000万
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人を越えた。

人口増加は，一方では折から発展しつつあった第２次産業に対する安価な労働力の供給能

力の増大を意味したが，農村においても都市においても貧富の差が拡大し，社会不安，政治

不安の温床となった。とくに，1913年の米騒動，1929年の世界恐慌をきっかけとする失業問

題が人々に人口問題の重要性を認識させる機縁となった。政府は1927年に「人口食糊問題調

査会」を設置したが，この機関の目的は，人口抑制の検討ではなく，人口増加を前提とした

うえで，いかにしてこの人口を扶養するための食糧を増産するかの検討にあった。さらに

1939年には厚生省の付属機関として人口問題研究所を設置したが，当時すでに戦時体制下に

あり，政府は人口増加問題の解決のために,産児制限の普及による人口増加の抑制を求める

のではなく新領土獲得への途を志向することになった。

1941年，日本政府は戦争遂行のための人的資源の確保を目指して「人口政策確立要綱」を

発表した。これは，当時7,200万人の内地人口を1960年に１億人にすることを目標とした人

口増強策で，死亡率の減少策に加えて各種の出生増強策を含んだものである。出生増強策と

しては，結婚促進策,家族手当，女子雇用の制限,母性教育，避妊・中絶の禁止などが盛り

込まれていた。日本の出生率は1920年頃から緩やかに低下しつつあったが，この出生奨励政

策の導入後ほんの一時的に出生率が上昇した。しかしながら，戦局は急変していったため，

この政策が実効性をもつほど具体的な政策プログラムとして実施されることはなかった。

第２次大戦後の日本は，第２次産業の崩壊にともなう生産力の低下,生活水準の低下に直

面する一方，海外からの日本人住民の引き揚げおよび軍人の復員，さらに1947年～1949年の

ベピーブームが重なり人口が急増した。1945年から1950年のわずか５年間に社会増加が500

万人，自然増加が670万人を数えた（これは1945年の推定人口7,200万人の16％に相当した)。

日本政府は1949年に人口問題審議会を設置し，その審議会において産業の復興と同時に産児

調節に基づく人口圧力の緩和が建議された。しかしながら政府はこの建議を具体化すること

なくⅢ1953年に，あらためて新設の人口問題審議会において人口増加抑制政策の必要性，そ

のための手段として受胎調節の普及が求められた。このような人口問題審議会の建議にもか

かわらず，日本政府は明確な人口増加抑制の立場を打ち出すことはせず,受胎調節の普及努

力ももっぱら中絶の減少と母性保護の観点から推進された。具体的には，1951年に受胎調節

の普及が閣議了解され，1952年に受胎調節実施指導員の制度が設けられ，さらには，1955年

には受胎調節指導員に避妊薬の販売が認められるようになった。

戦後のベピーブーム直後，出生率は急低下し，出生数も急減した。合計特殊出生率は1949

年の4.32から1957年の2.04へ，年間の出生数も同期間に270万人から160万人へ100万人減少し
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た。この出生率の急低下の直接的要因は，議員立法により1948年に優生保護法が制定され人

工妊娠中絶が合法化されたことである。登録中絶件数は1949年の７万件（出生100対３）か

ら1955年の117万件（出生100対68）まで急増したが，その後は低下の一途をたどった。しか

し実際の中絶件数は登録件数を大幅に上回ったものと推定されており，中絶利用の出生率抑

制効果は絶大であったと考えられている。

政府の受胎調節普及推進事業の担い手は日本家族計画協会や日本家族計画連盟といった民

間団体であったが，一部地方自治体,企業なども積極的にこれに取り組んだ。その結果！し

だいに避妊が普及し中絶にとって変わるようになっていった。避妊の現在実行率（対50歳未

満の有配偶女子）は1950年には約20％にすぎなかったが1975年には約60％に達した。避妊と

中絶の出生抑制効果の割合は1960年頃に逆転し，中絶中心から避妊中心へと変わっていった

と推定されている。避妊の方法は普及当初は多様な方法が試みられていたが，しだいにコン

ドームが中心となり，今日では避妊実行夫婦の約75％に達する。また今日では避妊具の供給

方法も圧倒的に市場ベースに変わっている。

過剰人口問題に対して戦前の日本政府はもちろん戦後の政府もついに明確な人口増加抑制

の方針を採用をせず,人口政策的手段としての避妊・中絶の容認の立場をとらなかった。し

かし，戦後についていえば,緊急避難的に議員立法で成立した優生保護法と，中絶の減少を

目的とした避妊の普及活動が,結果として出生率低下と避妊の普及Ⅱそして人口増加の抑制

に寄与することになったと言える。日本の人口は1950年の8,300万人から1992年の１億2,400

万人まで増加を続けてきたが,人口増加率はベピーブーム直後に急低下し，以後ほぼ１％前

後を維持し，1980年代に入って急速にゼロ成長に向かっている。

３過密・過疎問題への政策的対応

日本の経済発展の過程は，同時に都市における産業の発展過程であり，都市の労働力需要

の拡大に対応した農村から都市への人口流出，および都市，とりわけ３大都市圏（東京圏，

大阪圏,名古屋圏）における人口集翻の過程でもあった。戦後の復興期を経た後の高度経済

成長期には農村から都市へ，非大都市圏から大都市圏への移動が著しかった。この時期の移

動は，大都市圏における「プル要因」としての労働力需要の拡大に加えてⅢ非大都市圏では

人口転換過程において生じた大型の多産少死世代がこの時期，移動性向の高い青年期に達し，

移動の「プッシュ要因」として働いたことが大きい。
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高度経済成長期後の1970年代半ば以降は人口移動が比較的鎮静化し，移動の主流は大都市

圏内の移動に移ってきたものの，３大都市圏のなかでは東京圏への移動は今なお持続してい

る。

このような人口移動の結果，都市（市部）人口の割合は，1950年の38％から1970年の72％

へと急上昇し，1990年現在77％に達する。３大都市圏に住む人口は1950年の35％から1970年

の46％へと急増し，1990年には49％となった。なかでも東京圏の人口は1950年の16％から

1990年には26％を占めるに至った。

反面,高度経済成長期には非大都市圏に属する県の大部分が人口減少を経験した。また，

全国の市町村（総数3,246）のなかで人口減少を経験した市町村の割合は1975～80年で46％，

1980～85年で48％，1985～90年で64％としだいに上昇しており，地方圏における過疎化が拡

がっていることを示している。

このような大都市への人口集中１地方における人口減少に対して，政府は伝統的に，人口

の不均等な分布を是正しバランスのとれた国土開発を推し進めることを目指す政策をとり続

けてきた。1962年の全国総合開発計画，1969年の新全国総合開発計画，1979年の第３次全国

総合開発計画，1987年の第４次全国総合開発計画は，各々，拠点開発構想，大規模プロジェ

クト方式,定住圏構想,多極分散型国土形成をキャッチフレーズとし，いずれも人口分散化

を狙ったものであったが，人口の実勢としては今日まで大都市集中]とりわけ東京圏への－

極集中が続いてきた。

東京圏への－極集中は，地価の高騰,住宅取得の困難Ⅲ通勤の遠距離化交通渋滞など生

活上の不利益,過密の弊害を生んでいる。しかしながら現実に東京圏への人口集中が続いて

いるのは人口集穂の利益が過密の弊害を上回るからとも考えられる。企業にとっては東京圏

への立地によって中央政府との関係，企業間の関係，国際的な取引などが円滑になり，個々

人にとっても豊富な就業機会，高所得,豊富で多様な情報，多様な娯楽サービスが享受でき

るなどのメリットがある。

過密・過疎問題については，日本は政府としては地域の振興による人口分散化という明確

な人口政策目標をもったが,結果としては逆に大都市圏，とりわけ東京圏への人口集中が進

んできたことになり，人口分散化政策は必ずしも有効でなかったことになる。しかしながら，

もし政府が人口分散化政策をとらなかったとすれば現在以上の人口の大都市圏集中が進んだ

かもしれず，そもそも民主主義体制に基づく市場経済の下では政府の産業誘導策に基づく人

口再配置計画には限界があるとの見方も成り立つかもしれない。
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４人口高齢化問題と政策的対応

日本は1950年代末に出生力転換に成功するとともに高齢化の過程に入った。年少人口（１５

歳未満人口）の割合は，1950年の35％から出生数の減少とともに急速に縮小し，1990年には

18％となった。一方,生産年齢人口（15～64歳人口）の割合は，ベピープーム世代がこの年

齢層に入るとともに1950年の60％から1990年の70％へと大きく増加した。老年人口（65歳以

上人口）の割合は，1950年の５％から一貫して伸び続け1970年には７％を超え，1990年には

12％となった。

日本では1970年代に入って高齢化問題が脚光を浴びるようになったが，1970年頃から今日

までの人口構造は，途上国に比べると年少人口割合は低く，他の先進諸国に比べると老年人

口割合が低いため，世界的にみて生産年齢人口割合が高く従属人口負担の小さい，経済的に

最も有利な人口構造となっている。

しかるに，日本の場合なぜ｣」鮫的早い時期から高齢化問題が注目を集めてきたかというと，

戦後の出生力転換が急激であったことと，近年における中高年,老年者の死亡率低下が大幅

に進んだことにより，高齢化の速度がきわめて急激であったからである。しかも政府発表に

よる将来人口推計によって早くから，老年人口ならびに老年人口割合が世界に類をみないテ

ンポで急上昇することが明らかにされてきたからでもある。厚生省人口問題研究所の最新の

推計によれば，1990年から2025年までの35年間で総人口はわずかに1.8％しか増加していな

いのに対して，老年人口は1,500万人から3,200万人へと２倍強に増加し，老年人口割合は１２

％から26％前後へと上昇することが確実である。

高齢者の老後の生活保障を確保するため，日本には公的年金制度,公的医療保険制度，老

人福祉対策の３つがある。公的年金制度は1961年に全国民を対象とするようになり，現在で

は高齢者世帯の９割以上が公的年金を受給している。また高齢者世帯の年金受給額が所得に

占める割合は平均50％を占める。このように公的年金制度は老後の所得保障において不可欠

のものとなってきているがⅢ高齢化の進展にともない，年金の費用負担は着実に増加してき

ている。国民所得に占める年金負担は1970年に2.4％であったが，1990年には6.6％となった。

ひとつの試算によれば，今後の高齢化とともに年金負担は増加を続け，2010年には国民所得

の10.5％に達するものとされる。

日本政府は，将来の労働人口の年金保険料負担が過大にならず，しかも超高齢社会となっ
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ても適正な給付水準を維持できるよう，現在公的年金制度の改革に取り組んでいるが，その

ひとつの有力な改革案は年金支給開始年齢の引上げ（現行の60歳から65歳へ）である。

第２に，全国民をカヴァーする公的医療保険制度の下で，国民のすべては近代的な医療サー

ビスを安いコストで受けることができる。しかしながら，国民医療費は1970年代になって大

幅に上昇し，国民所得に占める割合も1975年の5.2％から1989年の6.2％へと上昇した。なか

でも老人医療費の伸びが顕著で，それが国民医療費に占める割合は1975年の13.4％から1989

年の28.2％まで上昇した。また，ひとつの試算によれば，それは2000年には37％に達するも

のと見込まれる。このような老人医療費の増大は老年人口そのものの増大とともに老人１人

当たりの医療費が若者と比べて著しく高いこと（1990年で5.2倍）が原因となっている。こ

の点で，２１世紀の超高齢化社会の到来を前にして，公的医療保険制度を長期的に安定させて

いくため，給付と負担の公平化等の改革プログラムが検討されつつある。

第３に，高齢化とともに介護を必要とする高齢者が急速に増大している。「寝たきり老人」

の数は1990年に約40万人と推定されるが,2025年には３倍の120万人になるものと予想され

る。また痴呆性老人の数は1990年の80万人から2025年には３倍強の260万人に膨れ上がるも

のと見込まれる。このような要介護老人の増大は，病院や老人ホームのような施設の増加な

らびに拡充を促すとともに，在宅で家族が介護する場合の外部支援の必要性を高める。

各種の老人問題に対する世論調査によると，高齢化社会の最大の問題は介護問題とみる人

が多い。それは介護ニーズの増大の反面で，家族の介謹機能が核家族化女性の社会進出に

より低下していくと考えられているからである。政府が1990年に開始した高齢者保健福祉推

進10カ年戦略，いわゆるゴールドプランは,特別養謹老人ホーム，老人保健施設などの施設

整備を図るとともに，ホームヘルパーの増員，ショートステイ，デイ・サービス，在宅介謹

支援センターを充実させることにより在宅介謹の支援体制を強化し,予防とリハビリテーショ

ンのための施設，要員を充実することにより寝たきり老人そのものを減少させ’今後深刻化

が予想される介謹問題に対応しようとするものである。

５国際人口移動の増大と超低出生率への政策的対応

高度経済成長期を経て，日本は移民送り出しの国から移民受け入れの国へと転換しつつあ

る。外国人の入国は1970年にはわずかに81万人にすぎなかったが1980年には133万人，１９９１

年には390万人となった。また日本における外国人の合法的居住者は1974年の75万人（その
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うち64万人は第２次大戦直後からの永住者とその子孫）から1992年には128万人となった。

加えて，外国人の不法滞在者の増加も著しく1992年には29万人と推定されている。このよう

な外国人の流入増大の背景としては，日本からの海外投資の増大,外国企業の進出など経済

の国際化もあるが，1980年代に急速に進んだ円高,近隣アジア諸国，ラテンアメリカ諸国と

の所得格差の拡大が大きい。また豊かな社会の到来と高学歴化の進行により日本の青年層が

３Ｋ労働（きつい，汚い，危険な仕事）を嫌う傾向が強まり，未熟練，半熟練労働分野の労

働力需給が逼迫したことが大きい。

1980年代後半,外国人の不法滞在者,不法就業者が増大するにつれ,単純労働分野の外国

人労働力を合法的に受け入れるべきか否かが政治的に大きな課題となり，政府部内，産業界，

学界，マスコミ等で多くの議論が行われた。単純労働分野の外国人労働力の受け入れに関す

る世論は急速に「条件つき受入れ」に傾いている。それは外国人を定住移民として恒常的に

受入れるのは反対だが,労働市場の動向に応じて,期限つき（例えば２～３年）で受け入れ

るのは賛成というものである。しかしながら，最近の世論調査では，２１世紀の超高齢化なら

びに人口減少への人口対策として外国人を受け入れるという考え方に賛成するものはきわめ

て少ない。日本政府は，外国人労働力への需要増大に対応する形で，1990年６月に「出入

国管理および難民認定法」を改定し，外国人労働者の受け入れ資格を明確化したが，そこで

も，日系人を除いて，単純労働分野の外国人の長期滞在を認めていない。1990年代に入って

経済が長期の不況期に入ったため，ややこの問題について政策的論議が後退した感があるが，

政府は,現在,企業研修の形で受け入れた外国人を研修終了後一定期間就労可能とする実務

研修制度の導入を検討中である。

外国人労働力受入問題と相前後する形で,低出生率問題が政治的課題として浮上してきた。

出生率は1970年代半ば以降，人口置換水準を下回ってはいたが,先進国のなかでは比較的高

い水準を維持していた。しかるに1980年代後半から急低下し，合計特殊出生率が1989年に1.

57となったことから，「1.57ショック」なる言葉がマスメディアの流行語となった。出生率

はその後も低下を続け1992年には1.50となった。

この出生率低下現象について近年いくつかの世論調査が行われたが，それらの調査結果を

総合すると，多くの国民は出生率低下を将来の労働力不足,高齢化の加速要因として問題視

していることが分かる。また政策的には，政府のあからさまな出生率への介入には反対する

ものの，自由放任政策を支持するわけではなく，結婚,子育ての社会経済環境の整備一家族

政策の強化一を望んでいることが示されている。

出生率への直接介入への反発は，旧西ドイツ，イタリア同様，戦時中の膨張主義と結びっ

－８０－



いた人口増強政策への反感に由来するものと考えられる。政府はこのような世論に配慮しつ

つ，1990年に，個人の結婚，出産の選択の自由には一切干渉しないという前提のうえで子育

て環境の改善を目指すべきだとするメモランダムを公表した（｢健やかに子供を生み育てる

ための環境づくり｣)。そこでは，(1)家庭生活と職業生活の調和を図るという観点から労働時

間の短縮,職業と家庭の両立支援（育児休業制度，女子再雇用制度，保育サービスの拡充な

ど)，男性の家庭生活への参加促進,(2)生活環境の整備という観点からの住環境の整備（土

地住宅対策，東京一極集中の緩和など)，子供の遊び環境の整備,(3)家庭生活と子育て支援の

観点からのゆとりある教育の確保,子育てにともなう経済的負担の軽減（児童手当，奨学金

の充実など)，子育てについての相談体制の整備が求められている。

この基本方針にそって，1990年には勤労者（夫婦のいずれか）に出産後１年間の育児休業

の権利を認める制度が法制化され，児童手当法の改正（児童手当の増額と３歳未満の全児童

への適用）が行われ，さらにこの問題についての世論喚起を目標に厚生省の児童家庭局に児

童環境対策室が設置された。しかしながら今のところ，日本の児童手当水準は主要な西欧諸

国のそれと比べると著しく低く，適用年数も短い。また育児休業制度も現在までのところ休

業中の所得補償が全くなく，大学教育への国家補助も弱い。労働時間の短縮,土地住宅対策，

東京圏一極集中の是正などは，子育て環境の改善対策という意味以上の一般的政策目標となっ

ているが，いずれも解決に時間のかかる大きな課題である。

今後，日本の家族政策がどれほど強化されていくかは，ひとつには低出生率がいつまで続

くかということに左右されるであろうし，もうひとつは女性の社会進出がどれだけ進むかに

依存するとも言えよう。出生率の低迷が続くほど家族政策の強化を求める声が強まるであろ

うし，継続雇用の女性が一般化するほど仕事と家庭の両立支援の必要性が高まるからである。

ただし，西欧諸国の例にみるように，家族政策の強化は，高齢化に加えもうひとつの社会保

障プログラム費用の増大要因となるわけで，国民がどこまで家族政策強化の費用負担を受け

入れる用意があるかが今後の大きな政治課題となるであろう。
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第６章人ロ・開発・環境の相互関係

－アジア・モデルの開発に向けて－
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１長期的展望からみた世界人口

（１）人口爆発の再認識

第２次大戦後，世界人口はいわゆる爆発的増加の段階にはいった。しかし，この爆発的増

加の意義は必ずしも十分に理解されていない。第１は第２次大戦前には全く見られたことの

ない事実であること。極めて印象深い表現でエーアリックは次のようにのべている。「過去

10億年このかた地球上に起きたできごとのうちで,最も注目すべきものが人口の爆発的増加

である」（P.Ｒ・EhdichandGHEhrlich,1970)。エーアリックに次いで２年後の1972年，

世界的に広く関心を呼んだ「成長の限界」（MeadowsetaL1972）において,人口の幾何級数

的増加がいかに驚くべき影響をもっているかについて，池のユリが１日で倍増していく時の

｢29日目の恐怖」まで持出して，ほとんど全体の半分に近いスペースを割いて懇切丁寧に説

明を加えている。エーアリックの示唆した"10億年におきたことのない，,という表現の内容

を具体的に示したものである。

爾来,人口の爆発的増加については，多くの専門家により，また国運により，その人類に

及ぼす危機的影響と対策についての緊急性が強調されてきた。そして，たしかに人口増加の

著しく高い多くの開発途上国では増加抑制のための政策を強化し，国連もまた援助協力を可

能な限り拡大を続けてきた。その結果,世界人口の増加率も1960年代後半の年平均率2.06％

のピークに達したあと，1985-1990年の年平均1.74％にまで低下をみせてきている。

しかし，世界人口の80％近くを占める開発途上地域の人口は多少楽観的にみても，今世紀

末までは年率２％以上,2020年代になってもなお1.2％といった増加率が予想されている。

人口規模が大きくなるため，1990年代の10年間は年当たり9,300万以上の増加が避けられま

い。人口規模の巨大化,過去の高出生率が将来にもたらす"人口惰性'，，人口増加抑制には何

億という個々の夫婦の忍耐強い家族計画の実行の必要性といった諸条件が考慮されなければ

ならない。いいかえれば，長期の将来にわたる影響ということは，可能な限り早い時期から

特定の目標に向かっての政策手段が講じられなければならないことを意味する。しかし，現

実の世界は民族，宗教，国家といった部分的利益,権力把握の闘争，衝突に追われ，人類全

体の破局など念頭にないかの如くである。あるアメリカの学者はこのような今回の世界の無

秩序化をC1ashofCivilizationと呼んだ（Huntington,1993)。多数の異文化が自己主張を
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する時代だともいえよう。

破局と呼ばれる伽望まれざる選択肢'，を避けるための努力がいかに必要であるかについて，

世界人口の将来展望からみてみよう（図１(b)の曲線(3)参照)。

（２）現在の人ロ再生産力が不変ならば2025年には110億,2050年には217億となる。

国連が1992年に行った世界人口の長期推計では４つのシナリオが示されている（表１）。

合計特殊出生率（ＴＦＲ）が2.06（中位)，２．５０（高位)，１．７０（低位)，そして現在の4.30

(不変）の４つの仮説を設定した。死亡については出生時平均寿命の指標をとり，いずれの

場合も，共通の仮説を採用している。

もっとも可能性の高いと思われる中位推計では，2025年には85億となるが，これは50年前

の1975年の40億8,000万の２億以上である。そして2050年には100億を上回ることになるが，

これは60年前の1990年の52億9,000万の約２倍である。しかし，この中位ではかなりの強度

な家族計画政策やプログラムの普及が前提となっている。もし，この人口増加抑制が予想通

りの成果を達成しえない場合,高位推計のような人口増加が生ずることになるｏ高位推計に

よれば2025年の世界人口は94億を越えることとなり，中位推計よりも９億4,000万も多くな

る。高位推計の場合には2030年で100億を越すこととなる。

中位推計では100億に達するのは2050年であるが,高位推計では2030年であって20年早い

ことになる。世界人口の危機,人類の破局を深刻に考えていくにあたっては，差しあたって

この100億を前提として人類の生存の条件を明らかにすることが望ましいであろう。

さらに，現在の人類の増加力がいかに恐るべきかを暗示するのは，「不変」の仮説による

増加である。2050年には212億となり，中位推計の２倍以上,2100年には1,000億を越え,２１５０

年にはなんと7,000億に近い天文学的な数字に達する。世界人口がほぼ静止人口に達するの

は2150年頃（中位推計）でありⅢその時の世界人口は115億である。不変のシナリオではこ

の2150年には，中位推計115億の60倍以上にも達する。

このような"不変'，仮説による天文学的な量の人口に達することはもちろんありえないこ

とではあるが，世界人口の現在の増加力が到底持続することのありえない異常に高いもので

あるかを理解するのに役立つであろう。『成長の限界』が幾何級数的増加，いわゆる複利的

増加の脅威を繰り返し強調したのも当然であろう。

世界人ロ100億が世界の資源に与える影響は，たとえばアメリカ合衆国の消費水準でこの

100億人口が消費したと仮定すると，世界の銅埋蔵量は４年半で,亜鉛は３年半,石油資源は

４年半で消滅するといった計算によっても理解できよう（UNFPA，1992)。
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２人口増加のImpact〒エアリックの方程式

著しく高い人口増加率は経済成長を阻害し近代化をおくらせることについては，すでに

1962年の第１回アジア人口会議において指摘され，人口増加コントロールの必要性が強調さ

れた。しかし，理論的には肯定，否定の両者に分裂したり，家族計画政策やプログラムの効

果については幾多の疑問も提起された。経済開発こそ最善の家族計画政策であるといった主

張さえみられた。

しかし，今日では高率の人口増加率が経済成長にとって望ましいとする主張は極めて少な

い。理論的にも，政策論的にも高率の人口増加を緩和することによって，貯蓄率や投資の増

大を可能にして経済成長に貢献することは広く認識されている。

スタンフォード大学のエアリック教授（PaulREhrlichとAnneHEhrlich夫妻）が提

起した方程式Ｉ＝ＰＡＴは環境への影響の３要因を明瞭にかつ分かりやすく説明している

(Ehrlich,1990)。

第１の要因Ｐはいうまでもなく人口数であり，第２の要因Ａは１人当たりの資源消費凰で

あり，第３の要因Ｔは環境破壊を招く技術である。ここで重要なことはＡとＴがどのような

ものであっても，人口が多ければ多いほど環境への負担は大きくなる。このことは経済的進

歩がおくれている開発途上国ではＰが大きいだけで環境に対するimpactが大きくなること

や，また人口が大きくない先進国では１人当たりのＡとＴの乗数が極めて大きいために環境

へのimpactの大きいことが理解されよう。人口の影響はその大きさとその増加率によって

決定されよう。

ＰＡＴの相互作用がどのようにあらわれるかについてEhrlichは簡単な例を示している。

それは，仮りに１人当たりの資源消費を５％削減に成功し，しかも他方技術（Ｔ）を改善し

て環境へのdamageを５％減少を達成したとする。この結果，人類全体に対する環境への

impactを10％減らすことができることになる。しかし，この場合人口は増加しないという

前提となっている。人口は依然として増加し続けることは事実である。そこで世界人口の現

在の年増加率1.7％を前提とすると６年位で全体のimpactは以前の水準に戻ってしまうこ

とになる。

環境へのimpactという点において，開発途上国，先進国の双方に，いいかえれば人類全

体の賀任にかかっていることが分かる。この点をいいかえると，特に世界の環境悪化に重大
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な賀任をもっているのは世界の最も豊かな10億の人口と最も貧困な10億である。貧困である

がために，生活のために結果として環境破壊につながるような行動をとらざるを得なくなり，

しかも彼らの出生力は著しく高く，人口増加率は高い。1975年にはなおこの最貧層の人口は

５億未満であったのが最近では12億に達したといわれている（UNFPA,1991)。もっとも豊

かな先進国の人口増加率は今日では年率0.5％にまで低下しているものの，高度な生活水準

は至るところで環境破壊を促進している。世界人口55億（1992）の22％にすぎない先進国が

地球資源の最大の消費者である。世界全体のエネルギー消費量の75％，商業用燃料の79％，

木材生産量の85％，鉄鋼生産量の72％を先進国が占めている。さらにまた，温室効果の原因

の半分を占める炭酸ガス排出総凰の４分の３は先進諸国によるものである（UNFPA,1991)。

Ehrlichの方程式は環境へのimpactを中心に考慮したものであるが，人口増加を製造工

業を軸とする経済発展の持続による環境破壊と食糊不足による人類の危機を警告した1972年

の「成長の限界」説と本質的には同じ内容である。

しかし,ここで特に強調しておきたいことは，地球規模の今日の危機の諸問題の根源は人

口にあるということである。地球規模の温暖化酸性雨,オゾン層の破壊，土壌の荒廃，熱

帯雨林の激減等のすべては人口の大きさに関連している。過大な人口と爆発的増加こそ将来

に予想される破局をもたらす重大なすべての側面と密接に結びついている（Ehrlichl990

P､18)。

人口増加率が年率１％以上であったことは先進諸国ではなかった。ということは１％の年

増加率はかなり高い水準であることを意味している。しかし，世界人口の増加率がもしこの

１％で1950年の25.2億が増加していったと仮定すると，５０億に達するのは2020年である。し

かし，現実には1987年に50億となっている。いいかえれば33年も早い。100億に達するは年

率１％の場合2090年であるが，現在の推計では2050年で40年早くなる。年率１％の増加率で

あれば,３０年,４０年といった時間的余裕が生じる。年率１％の増加率はかなり高い水準であ

る。今世紀前半の増加率が0.8％，１９世紀のそれは0.5％であったことと比較してもなお高い。

国連の中位推計では増加率は低下を続けて2020-25年にはほぼ１％の水準に達する。しかし，

低位推計ではこの増加率の加速的低下によって2020-25年では0.67％の水準にまで下がる。

この時の世界人口は76億である。中位推計では100億に達する。100億が人類の生存持続可能

な水準でないとするならば，低位推計にみられるような選択肢しか残されていないことにな

る。
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３アジアの人口・開発の連関

（１）アジアにおける日本の先駆的経験

西欧的人口転換が非西欧文化圏において初めて達成されたのはリアジアの日本においてで

ある。しかも西欧の経験にみられたものよりもはるかに短期間において低出生率,低死亡率

の最終段階に到達した。このことは，人口転換現象が西欧文化に限られた特有のものでない

ことを立証したものである。特に注目すべき点は，第２次大戦後の極端な窮乏状態の中で，

短期間の出生ブームを経て出生力が急落していったことと，この出生力低下開始とほとんど

平行して高水準の経済成長が達成されたことである。

西欧の経験においては，経済発展を軸とする近代化過程の結果として出生力低下が始まっ

ているが,両者の間にはかなりの時間的おくれがみられた。近代化の結果，あるいは産物と

しての出生力低下という西欧的仮説は日本の場合には必ずしも適用されがたい。いいかえれ

ば,近代化過程が先行しなければ人口転換は生じないとされていた転換理論に対して，日本

の経験は新しい課題を提起した。

このことは，出生力低下のための家族計画政策は経済離陸以前の開発途上国において果た

して効果があるのかという基本的な問題に対する１つの解答を示唆するものであった。少な

くとも，同じくアジアの開発途上の一部の諸国にとって，戦争により経済的基盤を根底から

喪失し，極限の貧困状態にあった日本が短期間にⅢ人口増加抑制と高度経済成長を達成した

事実は，新しい事例として同様な発展の可能性への期待をもたらすものであったにちがいな

い。

もちろん，他のアジア諸国がこのような人口・経済の転換を実現していくためにはかなり

の準備期間が必要であったことはいうまでもない。たとえば，日本の出生力低下は1947年の

3４（普通出生率）が10年後の1957年に17へと半減した。非常に興味深いことは，このような

出生率水準の半減というめざましい低下が中国文化圏ともいえる国や地域において実現して

いることである（黒田，1990)。たとえば香港では日本に続いて一番早くこの半減が始まっ

ている。1950年代の前半の普通出生率38が1970年代の後半には19に低下している。次いで台

湾は日本より14年おくれて1961年の38から低下し始め，1985年には19に縮小している。台湾

とほぼ同時期に，シンガポールの出生率低下が始まり，２０年間で半減している。中国は日本
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より22年おくれて，1969年の普通出生率34から10年後の1979年には18に低下している。

出生率が半減するに要した期間は，日本の10年に対し中国は10年，シンガポール20年，台

湾24年，香港25年となっている。出生率低下の開始の時期や低下の速度にはそれぞれの国や

地域によって差がみられるが，日本の出生力転換は有力な先例として誘導の役割をもってい

たと考えても差支えないであろう。

以上の国々や地域はいわゆる儒教圏といわれる地域にあり，共通の文化を背景としており，

新しい再生産行動や理念が波及しやすい基盤をもっている（Chql993)。

儒教文化圏における人口転換の波及はさらに隣接する東南アジアの諸国,特にタイ，マレー

シア，インドネシアへと展開しつつあることに注目すべきであろう。

（２）人ロ転換指数と経済開発

アジアにおける人口転換は前項でみてきた如く，その転換過程は国や地域によって著しく

異なっている。経済開発の水準や段階もこの人口転換の水準,速度にほぼ対応して異なって

いる。このことは後述するが重要な国際的意義をもっている。

人口転換過程がどの程度まで進行し，達成されているかを示す興味ある指標は，人口転換

指数（demographictransitionindex）と呼ばれるものである。この指数はBogueによっ

て提起され,Ｃｈｏによって発展せしめられた（Boguel969Chol984)。

この指数は，出生率と死亡率がそれぞれ仮定された最高水準から最低水準までの距離をど

こまで達成したかを示すものである。実際には出生率には合計特殊出生率（TFR）を，死亡

率は出生時平均余命（eo）を利用する。そして，合計特殊出生率が置換水準以下に達してい

る場合は0.5の得点を，平均寿命では男女合わせて79年に達している場合には0.5の得点を与

える。したがって，出生と死亡がこのような水準に達している国では0.5＋0.5＝1.0となり，

人口転換が完了していることを示している。それぞれの水準に達していない場合は，合計特

殊出生率の低下度合と平均寿命の延びの度合によって人口転換指数が計算される。その計算

方程式は表２の備考に示してある。

表２は東アジアおよび東南アジアの国および地域についての人口転換指数，その要因であ

る合計特殊出生率，出生時平均余命ならびに経済発展の度合を示す指標として1人当たり

ＧＮＰを示したものである。人口転換指数はすでに完了している日本の1.00を筆頭として，

人口転換過程にある国々の到達水準の順位にしたがって示してある。東アジアでは香港，台

湾が，東南アジアではシンガポールが0.9以上の水準にあって人口転換の最終段階にあり，完

了に接近していることを知ることができる。東アジアではモンゴリアが50％水準にあり，ま
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た東南アジアではフィリピンとベトナムが60％余の水準にあり，人口転換の初期的段階にあ

ることを示している。非常に興味深いことは人口転換の初期的段階の国から，完了または完

了に近い段階の国までみごとな連続的階層構造を形成していることである。合計特殊出生率

をみても一見して分かるように，非常に高い４ないし５の国から，すでに置換水準を割って

いる国まで序列を形成している。出生時平均余命にしてもなお60歳といった短いものから７０

歳代の終わりまで連続している。

人口転換指数は出生率と死亡率によって構成される以上,年齢構造を決定することになる。

合計特殊出生率が著しく低く，出生時平均余命が非常に長くなっている国では，子供人口の

占める割合が著しく小さく，高齢人口割合が高くなり，いわゆる人口構造が高齢化している。

しかし，反対に，合計特殊出生率が高く，平均余命が短い国では子供人口割合が著しく高く，

高齢人口割合は極めて低い。たとえば，人口転換を完了している日本ではＯ～14歳の子供人

口割合は18.2％，６５歳以上の高齢人口割合は12.1％（1990）であるが，人口転換の初期段階

にあるフィリピンでは子供人口の割合は40％，高齢人口割合は３％となっており，日本では

高齢化が進んでいるのに対し，フィリピンでは子供の多い若い人口の特徴がみられる。

次に，この人口転換指数と経済発展との関係をみてみよう。表２の最後の欄に１人当たり

ＧＮＰが示してある｡これは経済発展の度合，あるいは生活水準を示す重要な指標の１つで

ある。ほぼ一貫してみとめられることは，１人当たりＧＮＰの高いところでは人口転換指数

も高いという傾向である。経済成長率が高く，１人当たり所得水準が高いところでは，出生

率も死亡率も低く，人口転換指数が高くなっている。しかし，東アジアで中国の１人当たり

ＧＮＰが370米ドルと著しく低く，韓国の10分の１以下にもかかわらず，人口転換指数では

韓国と同水準にあることが注目される。巨大な人口をもつ中国ではなお農村人口が70％と大

半を占めていることや，ＧＮＰ計算の統計技術上の問題を考慮する必要があると思われる。

また他方において２桁の高度経済成長率が持続していることから，３７０ドルは低きにすぎる

ように思われる。しかし，人口政策の分野におけるめざましい家族計画政策の進展が出生力

低下にもたらした直接的影響を考慮する必要がある。十分高度な経済発展をまつことなくし

て，出生力転換が可能であることを立証した経験として注目に値する。

また，東南アジアグループにおいても，1人当たりＧＮＰにおいてマレーシアよりも1,000

ドル近く少ないタイにおいて人口転換指数がマレーシアよりも高いといった矛盾がみられる。

しかし，マレーシアの家族計画政策の緩和による合計特殊出生率の高水準（タイの2.2に対

し，マレーシアは3.5）の影響が強くあらわれているものと理解することができよう。

いずれにしても，東アジア，東南アジアにおける人口転換段階の連続的多層構造と，これ
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に対応する経済発展の多様化は，相互に補完し合うことのできる長所,短所の存在している

ことを意味している。したがって，相互に情報を交換し合うことによって，人口転換過程を

促進し，経済的にも補完し合うことによって,個々の国の発展と同時に地域全体の発展に貢

献することが可能であろう。それは単なる共存的（coexistent）協力ではなくて，それぞれ

が一体となって行われる共生的（symbiotic）協力関係による総合的開発戦略である。

４新い､アジア・モデルの開発と日本

アジアの時代は新しい転換期を迎えている。1970年代後半頃から２１世紀はアジアの時代，

あるいは太平洋の時代が宣伝されるようになった。それは日本を中心とする西太平洋のアジ

ア諸国のめざましい経済発展が背景にあったことはいうまでもない。しかし，このようなア

ジア・太平洋に対する理解は，1983年以降,太平洋貿易額が大西洋貿易額を上回るに至って

以来たしかな事実として国際的に受け入れられるに至った。さらに，1993年11月，アメリカ

が主催者として開催したＡＰＥＣ（アジア・太平洋経済協力閣僚会議）のシアトル会議は，ア

ジアの経済力に対するアメリカの重大な関心を表明するものであった。

しかし，このシアトル会議は皮肉にもアメリカの地域協力の強化を狙ったAFTA（アメリ

カ，カナダ，メキシコの３ケ国の北米自由貿易協定）が国内的に賛否両論で騒然としている

時期と一致していた。

このような変化は局地経済圏時代として特徴づけられよう。アジアの時代,太平洋の時代

といった総論的な議論は新しく局地化,地域化といった各論へと展開してきている。しかし，

世界における複数国家間によるなんらかの地域協力志向はすでに1967年に結成されたＥＣ

(原加盟国６ケ国による形成）およびASEANによって代表される。

特に，冷戦構造の解体と共にアジアにおいても，一般に天然資源にめぐまれず，科学技術

のおくれや高い人口増加率に近代化を阻害されている多くの諸国にとって経済的相互補完の

強化のためなんらかの地域協力システムの形成の必要性が痛感されるに至った。東アジア経

済圏構想,環日本海経済圏構想,環黄海経済圏構想，あるいは華南経済圏，タイ・バーツ圏

等が提起され,模索の段階にある。マレーシア首相の提案したEAEC（東アジア経済会議）

もまたNAFTAに対応するアイディアとして関心を高めている。

しかし，アジアにおいて高まってきた幾多の構想はなおアジアの内部における多極的地域

構想の性格が強い。同時に，このような構想の特色はアジアにおける多様化した人口・経済
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の発展段階の下において展開されてきた相互補完的構造を基礎としている点にある。しかも,

その根底にはアジア的文化，アジア的価値観が横たわっている。このことは，西欧的，アメ

リカ的文化や価値観の社会との早急な地域的統合の合意の容易でないことを示唆している。

自然発生的であり，かつ外に開かれた，多様性のある新しい発展を示してきたアジアを，

さらに高度化を促進し，アジアの人口の生活水準を高めていくことは，アジアのためばかり

でなく，やがて世界の活性化につながる重大な牽引車の役割を果すことになる。

そのために特に必要なことは）人口転換と経済発展の多重層的構造の下に展開されてきた

アジアの経験についての新しいアジア・モデル構築の研究開発である。戦前にも，欧米にも

みられなかったこの新しい発展の構造を基礎としたアジア・モデルを作成することは，これ

からの多様性に富んだアジア諸国の近代化の加速化に貢献することになる。

極度の貧困,経済の完全な崩壊,無資源と過剰人口の最悪条件下に，比較的短期に高度成

長を達成，そしてまたその結果としての公害,環境問題に対しても効果的な対策を講じてき

た日本の経験を出発点とし，アジアの多くの異なった多様化した人口・経済の発展を考慮に

入れたアジア・モデル研究の開発が望ましい。アジアの多くの人口・経済に関する専門家や

政策担当者によるこのような研究の促進に対し，日本は積極的に協力援助すべきであろう。
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表１世界人ロの将来推計（1950-2150）

(単位100万人）

年次
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表２束アジア，東南アジア諸国の人ロ転換指数と１人当たりＧＮＰ
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備考）人口転換指数の計算式DTI＝0.5〔(7.6-TFR)／5.5〕＋0.5〔１－(79-eo)／36〕
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図１人口増加曲線

(a）人口増加のロジステイック曲線
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図２世界人ロの将来：中位，高位，低位，不変の仮定
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地域別・規模別人口構成推計（1950～2025年）

（）内は％

薙
Ｍ
の
図
功
印
Ｄ
Ｗ
の
犯
印
印
⑳
⑫
印
旧
Ｄ
鉛
の
駆
り

β
Ｏ
β
５
１
４
５
８
３
３
７
８
９
爪
５
６
０
３
４

出所）UmtedNationsPopulationDivision，
Nations,NewYorkl991)．

WOrJdPDpzZmZio几 (United囚roSpectsI990

－１０１－



世界人ロの増加：年増加率と増加数

扣
加
⑩
伽
卯
印
刀
印
卯
扣
犯
加
旧
０
０
０

１
１
１
１

１
２
◆
■

５
３
０
９
７
５
３
１
９
７
５
３
１
９
７
５

■
■
●
白
●
●
⑪
●
■
ｅ
■
０
●
●
●
◆

３
３
３
２
２
２
２
２
１
１
１
１
０
０
０
０

増
加
数
（
伽
万
）

増
加
率
（
％
）

20002010２０２０19801990

年次

195009601970

出所）UnitedNationsPopulation，ＷＯ"ｄＰｂｐ“btjonP7℃SpecZsI”０（UnitedNations，
NewYorkl991)．

－１０２－



人ロ数で見た世界最大20大都市圏（人口規模順位'1950～2000年）
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地域別人ロ推計（中位推計）
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多様な未来：2150年までの人ロ推計
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人口指標（つづき）

平均
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社会指標

襄驚ii`霧雰騨_鰯壽茱箇基i:墓iii皇旋鰯&繩響:鯛：
男/女出産(%)(%)利用(%)利用(%)(鯛1餓人･(U３$)教洲)蝋(鰯）
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社会指標（つづき）

塞鑿震譲寵撰鰯譲衛ＡＩ鶴i砿尤蝿鹸繍:灘譜
男／女出産(%）（%）利用(%)利用(%)(端I農業人口(０８$)洲粥)蝋(%）
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